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編集方針 
 
統合報告書では、社会的な価値の創出、提供と中期的
な成長に向けた事業戦略や、そのための取り組みなどの
企業活動について幅広くご報告します。 
当社ではレポーティングに関する各種ガイドラインを参考
に、様々なステークホルダーの皆様にDTSグループをより
一層ご理解いただけるよう、価値の高い情報発信に努め
ていきますので、ご一読頂くとともに、ご意見を頂ければ
幸いです。 
 
なお、事業や中期経営計画については当社のオフィシャ
ルHPの「サービス」、「株主・投資家向け情報」において、
企業の社会的責任に関する取り組みについては「ＣＳＲの
取り組み」において詳細をご紹介しています。ご参照くださ
い。 

 
 
報告対象期間 
2018年4月1日～2019年3月31日 
（一部、対象期間後の情報を含む） 

 
 
報告対象範囲 
株式会社ＤＴＳ および 
国内・海外グループ会社 
 
 
参考にしたガイドライン 
・経済産業省 価値協創ガイダンス 
・国際統合報告評議会（ＩＩＲＣ） 
・ＩＳＯ26000（社会的責任に関する手引き） 
 
 
問い合わせ先 
株式会社ＤＴＳ 
総務部 ＥＳＧ推進室 
 
サービス 
ｈｔｔｐｓ：//ｗｗｗ.ｄｔｓ.ｃｏ.ｊｐ/section/ 
 
株主・投資家情報（ＩＲ) 

ｈｔｔｐｓ：//ｗｗｗ.ｄｔｓ.ｃｏ.ｊｐ/ir/ 

 

ＣＳＲの取り組み 

ｈｔｔｐｓ：//ｗｗｗ.ｄｔｓ.ｃｏ.ｊｐ/ｃｓｒ/ 

 

免責事項 

本統合報告書に掲載されているDTSグループに関する業
績、財政状態その他経営全般に関する予想見通し、目
標、計画などの将来に関する記述は、当社が現在入手し
ている情報および合理的であると判断する一定の前提に
基づいています。これらの判断および前提は、その性質
上、主観的かつ不確実です。 
また、かかる将来に関する記述はその通り実現するという
保証はなく、実際の事業などは様々な要因により大きく異
なる可能性があります。 
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目指す姿 
ＤＴＳグループは、ＩＴ事業を通じ社会課題の解決に取り組み、社会・地域と共有する価値を創造することで 

企業価値を向上させ、成長してきました。2017年のＤＴＳ創立45周年を機に、社会におけるＤＴＳグループの

存在意義、大切にすべき価値観、および日々の活動において社員一人ひとりがどのように行動すべきかの指

針を示した「理念」「ビジョン」「信条」「行動規範」の4要素から成り立つ「ＤＴＳグループＷＡＹ」を制定しました。

ＤＴＳグループ社員は、このＷＡＹの実践を通じ、価値を最大化し、お客様および社会に貢献していきます。 

ＤＴＳグループＷＡＹ 

技術 それは、  

人々の喜びや社会の豊かさを生み出す力 

私たちＤＴＳグループは 

技術をもって顧客の信頼を築く 

技術をもって企業価値を増大する 

技術をもって社員生活の向上を図る 

技術をもって社会に貢献する 

理  念 ： 普遍的に変わらないアイデンティティ。ＤＴＳグループの存在意義、使命です。 

 

私たちＤＴＳグループは、お客様価値のあくなき向上に努め、 

グループ社員一人ひとりが創造的で、自立した人間を目指します 

常にお客様の視点に立ち、様々な課題を解決し、 

自ら考え、自ら行動する企業集団を目指します 

独自の技術を活かし、新たな価値を創造します 

人と環境を大切にし、明日の社会づくりに貢献します 

次の技術、次の人財、次の価値… 

次は私たちが創っていく 

ＭＡＤＥ ＢＹ ＤＴＳグループ 

ビジョン ： 長期に目指す活動の指針。理念に基づきＤＴＳグループが10年後に目指す目標・姿です。  

■人権の尊重・働き甲斐のある職場づくり           

■顧客との良好な関係・顧客満足度（ＣＳ）の向上 

■情報管理・守秘義務の徹底 

■自由な競争と公正な取引 

行動規範 ： ＤＴＳグループの社員として、以下の８つの行動規範を遵守します。 

 
■知的財産の適切な取り扱い 

■適切な業務運営と情報開示 

■反社会的勢力への関与の禁止 

■環境・社会貢献への取り組み 

信  条 ： 社員個人や組織が行動を決める際に大切にする価値観、行動指針です。  

（お客様に対して） 

真摯・信頼 

（一人ひとりとして） 

自立・挑戦 

（株主に対して） 

成長・貢献 

（社会の一員として） 

誠実・公正 

（グループの一員として） 

尊重・協創 
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ＤＴＳグループについて 
  
独立系システムインテグレーターとして、 

1972年の創業以来、 

持続的な成長を続けています。 

 

 私たちＤＴＳグループは、独立系のシステムインテグレーターとして金融や通信をはじめ、

公共、法人分野など幅広い業種・業態のお客様へＩＴサービスを提供してまいりました。 

  コンサルティングから設計、開発、運用、基盤構築などの情報システムの構築に加え、 

ソリューション提供型ビジネスの展開やビジネスプロセスアウトソーシング（ＢＰＯ）などを通

じて、社会・お客様に付加価値を継続的に提供し続けることを目指しています。 

 また、業界トップクラスの業務知識と品質をベースに、金融機関の基幹システムの大型 

プロジェクトへの参画や、小売業の各種管理システム・ＥＣサイトなどのソリューション提供、

自動車の自動運転技術に関わる組込みシステム開発など、様々な分野での開発実績

によりお客様の信頼を頂いております。 

 こうしたお客様からの信頼と磨きあげてきた技術がＤＴＳグループの一番の強みです。 

 
 

2019年3月期のハイライト 
 

過去最高業績を更新  
  

売上高  

 

867億円  

 営業利益  

 

97億円  

 親会社株主に帰属する  

当期純利益  

68億円  

 ＲＯＥ  

 

13.9％  

 ＲＯＡ  

 

15.5％  

総還元性向  

 

41.3％  

自己資本比率  

 

76.7％  

連結従業員数  

 

4,369名  

グループ顧客数  

 

約1,400社  

ＤＴＳグループの概要 
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代表取締役社長 

西 田  公 一 

半世紀にわたる信頼と実績。 

ＩＴの明るい未来へ、 

新たな価値を創り出す。 

【2019年3月期を振り返って】 

9期連続増益、3期連続 
営業利益率10％以上を達成 
 

 ＤＴＳグループは、中期経営計画（2016年4月～2019年

3月）として、「新たな価値を生み出すＣｈａｎｇｅ! ｆｏｒ ｔｈｅ 

Ｎｅｘｔ」をビジョンに掲げ、「経営革新」、「事業変革」および

「営業改革」の3つの“Ｃｈａｎｇｅ”の実現に向けて取り組んで

おり、具体的には、「分野別成長戦略の導入」、「組織再

編」、「経営の迅速化」を重点施策として注力してきました。 

 2019年3月期は、将来への変革を果たす中期経営計画

の最終年度として、営業力・ＳＩ力の強化、新規事業への取

り組み、およびグループ経営基盤の強化の3点を推進し、

前期に引き続き持続的な成長と収益力の強化を目指した 

【経営環境の見通し】 

デジタル・トランスフォーメーション 
鍵となるのは先端技術ＣＡＭＢＲＩＣへの適応 
 

 電子マネー、自動運転、5Ｇ、コネクテッドインダストリー

などのデジタル･トランスフォーメーション（ＤＸ）と呼ばれ

るデジタル変革により、社会環境に大きな変化が起きて

います。ＩＴ業界ではこのＤＸに対し、クラウドコンピュー

ティング、ＡＩ、モビリティー、ビッグデータ、ロボティクス、 

ＩｏＴ、サイバーセキュリティなどのいわゆるＣＡＭＢＲＩＣ

（キャンブリック）と呼ばれる先端技術の適用が重要と

なっています。ＣＡＭＢＲＩＣのキーワードの中で、ＤＴＳ 

グループが特に注力しているのが、車載分野におけるモ

ビリティー、ロボティクス、ＩｏＴで、開発が進化するほど、

ＣＡＭＢＲＩＣ全てに関わり合いが広がっていくと考えます。 

 また、ＤＴＳグループではビッグデータなど大容量デー

タ処理のノウハウを持っており、それらと連携することで、

車載／医療分野のお客様をはじめ新たなお客様に向け

た多種多様なソリューションのご提案が可能です。今後

もＤＴＳグループは総力を挙げて、ＣＡＭＢＲＩＣの適用に

向けた開発体制の強化に取り組んでいきます。   

結果、9期連続増益、3期連続営業利益率10％以上を

達成しました。 

ＣＡＭＢＲＩＣ（７つの先端技術の総称） 

ＤＴＳグループ13社が一丸となり、社会へ新たな価値を創り出す 

          デジタル･トランスフォーメーション（ＤＸ） 

電子マネー、自動運転、５Ｇ、コネクテッドインダストリーなどへの対応 

ＤＴＳグループならではの最適なデジタルサービスの提供 

Ｃｌｏｕｄ 
Ｃｏｍｐｕｔｉｎｇ ＡＩ Ｂｉｇ Ｄａｔａ Ｍｏｂｉｌｉｔｙ Ｒｏｂｏｔｉｃｓ 

Ｃｙｂｅｒ 
Ｓｅｃｕｒｉｔｙ 

デジタル変革 

社長メッセージ 
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z 

社長メッセージ 

■中期経営計画 

 の位置づけ 
 

長期経営計画 

ビジョン「新たな価値を創り出す ＭＡＤＥ ＢＹ ＤＴＳ Ｇｒｏｕｐ」 

中期経営計画 

2019年4月～2022年3月 

48期～50期 

ジャンプ 

2016年4月～2019年3月 
45期～47期 

2013年4月～2016年3月 
42期～44期 

2013年3月 

41期 

売上高610億円 

営業利益率 6.6％ 

 売上高825億円 

営業利益率 9.2％ 

売上高867億円 

営業利益率 11.3%  

ステップ 
ホップ 

ビジョン「明日の社会に新たな価値を提供する 
      Ｎｅｘｔ Ｖａｌｕｅ Ｃｒｅａｔｏｒ」 

売上高1,000億円以上 

営業利益率 10％以上  海外事業売上高50億円以上  

 2019年度から始まる中期経営計画（2019年4月～

2022年3月）では、持続可能な社会の実現に貢献する企

業グループへの進化に向けて、中期経営ビジョン「明日の

社会に新たな価値を提供する Ｎｅｘｔ Ｖａｌｕｅ Ｃｒｅａｔｏｒ」を

掲げました。 

 ＤＴＳグループは、ＥＳＧ（環境、社会、ガバナンス）への

取り組みを通し、持続可能な社会の実現に向けた“新たな

価値”を創出する企業グループへ変革するべく、「社会的 

【中期経営計画について】 

明日の社会に新たな価値を提供する 

Ｎｅｘｔ Ｖａｌｕｅ Ｃｒｅａｔｏｒを目指す 

価値の創出」と「経済的価値の創出」の両輪で、ＤＴＳグ

ループの“持続的成長”および“企業価値向上”を実現し

ます。この新たな価値を生み出すことを目的に、先端技

術ＣＡＭＢＲＩＣに適応した開発体制の強化、製品開発、

サービスの提供などを通じ、連結売上高1,000億円以上、

海外事業売上高50億円以上、連結営業利益率10％以

上を目指す計画です。 

 ＤＴＳグループは、ＳＤＧｓを活用し、社会的価値と経済

的価値の創出を環境と社会の課題としてとらえ、社員が

一丸となって事業活動を推進していくことで、中期経営 

ビジョンの達成を目指します。 
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 基本方針1 持続可能な社会の実現 

 事業計画の段階で 

 ＳＤＧｓの達成につながるプロセスを描く 

 「持続可能な社会の実現」では、2019年4月に新設したＥ

ＳＧ推進室が中心となり、ＳＤＧｓの17のゴールを活用し、事

業やプロジェクトがどのような社会課題に関連し、解決できる

のかを整理することで、それぞれの社会的な価値を明確に

し、事業推進を図るよう改革を進めていきます。 

 また、ＡＩ／ＩｏＴなどの新技術を活用したイノベーションを加

速させ、新たなソリューションを創り出し社会に貢献していき

ます。 

【3つの基本方針について】 

 中期経営計画では、ビジョン達成に向けた経営方針として、

3つの基本方針を策定しました。 

事業目標にＳＤＧｓを活用し、 
ＥＳＧ経営への変革を実現 
 

ＤＸに適応し、社会課題や 
顧客課題に応じたトータル 
ソリューションを提案・提供 

自ら考え、行動する人材が育つ風
土を醸成するため、制度と環境を
整備する 

中期経営計画 

3つの基本方針 

3．自律型人材への変革 

1．持続可能な社会の実現 2．新たなＳｌｅｒへの進化 

SYSTEM 
INTEGRATOR 

SOLUTION/ 
SERVICE 

INTEGRATOR 

SIer 

基本方針2 新たなＳｌｅｒへの進化 

システムインテグレーターから 
ソリューション／サービスインテグレーターへ 

「新たなＳＩerへの進化」ではITによって社会に変革をもたら

すデジタル・トランスフォーメーション（DX）に適応し、社会

課題や顧客課題に応じたトータルソリューションをお客様

に提案・提供することで、ＤＴＳグループの企業価値向上

を実現します。そして、現在のシステムインテグレーターか

らソリューション／サービスインテグレーターへと、新たなＳ

ｌｅｒへの進化を目指します。 

 

 

基本方針3 自律型人材への変革 

自ら考え、行動する 

人材が育つ風土を醸成するために 
 

 「自律型人材への変革」では、変革へのチャレンジが評

価される人事制度への見直しや社員がより働きやすい環

境を整えていく「働き方改革」、意思決定の迅速化と事業

推進体制の拡充に取り組む「組織マネジメントの強化」、

最新技術を活用しながらワークスタイルの変革を促す「社

内システム・事務の刷新」を推進します。そして、自己変

革できる組織風土の醸成に取り組んでいきます。 

 

 

社会的価値の創出 

■環境・社会課題の解決 

■投資家との対話拡大 

■職場環境の変革 

経済的価値の創出 

■お客様の課題解決 

■株主様への利益還元 

■従業員の待遇改善 

ＤＴＳグループの 
“持続的成長” 
“企業価値向上” 

を実現 

“新たな価値”を 
創出する 

企業グループへ 
変革 

Value 

https://www.unic.or.jp/files/sdg_poster_ja.png
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ＤＴＳベトナムの視察の様子 理事を務めるＪＩＳＡの国際イベントＡＳＯＣＩＯへの参画 2019年3月のＤＬＳＥ（中国・大連）との調印式 

約3,000名のグループ社員が集まったＤＴＳ創立45周年記念式典。グループ共通の指針である「ＤＴＳグループＷＡＹ」の発表を行った。（2017年11月） 

グローバルビジネスの拡大  

海外売上高50億円以上 
Ｍ＆Ａを視野に入れた事業の拡大 

 グローバルビジネスの拡大をしていきます。海外売上高

50億円以上という目標を掲げ、海外事業会社のＭ＆Ａを

視野に入れた事業拡大に取り組んでいきます。2019年に

は中国・大連の大連思派電子有限公司（ＤＬＳＥ）をＤＴＳ上

海の子会社に、また、インド・ムンバイのＮｅｌｉｔｏ Systems Ｌｔｄ

を連結子会社化しました。ＤＬＳＥは中国でのオフショア開

発の拠点とし、ＮｅｌｉｔｏはＤＴＳアメリカとの連携により、北米・

アジアでの金融系ＳＩ事業を拡大させ、さらなる先進的かつ 

【今後の取り組みについて】 

 最後にＤＴＳグループの今後の取り組みついてご紹介い

たします。 

競争力のあるソリューションを提供していく計画です。 

 

創立50周年に向けて 

集大成として技術、品質面で 
さらに磨きをかけていく 
 

 ＤＴＳは2022年に創立50周年を迎えます。DTSグループ

は、これまで様々なステークホルダーに支えられてきました。

また、半世紀におよぶ長年の経験と多くの知見をもとに、ＩＴ

サービスのプロフェッショナル集団として、成長をしてきました。

この10年のファイナルステージと位置づけた中期経営計画

を集大成とし、技術、品質面でさらに磨きをかけていきたいと

思っております。 

 今後とも、一層のご支援を賜りますよう、お願い申し上げ

ます。 

重点施策3 グループ経営基盤の強化 

Ｍ＆Ａも活用し、最適なグループ体制を構築 
ガバナンス改革を実現 

 「グループ経営基盤の強化」では、グループのさらなる成

長に向け、Ｍ＆Ａも活用し、最適なグループ体制を構築しま

す。また、今後の持続的成長を、より確かなものにするため、

ガバナンス改革を実現していきます。 

重点施策4 社内システム・事務の刷新 

業務プロセスの見直しを行い、 
効率化を図る 

 「社内システム・事務の刷新」では、CAMBRICなどの新技

術を活用し、変化の激しい市場環境・新たなビジネスモデル

に対応できる社内システム・事務への刷新を行っていきます。

また、業務プロセスを見直し、効率化を図ります。 

重点施策5 働き方改革の実践 

人事制度の見直し 
生産性向上を図る 

 「働き方改革の実践」では、人事評価制度の見直しや多様

な働き方を支援する仕組みの導入などにより生産性向上と

社員生活の質の向上の両立を図ります。 

 

【5つの重点施策について】 

 3つの基本方針を推進していくために、5つの重点施策に

取り組みます。重点施策は各分野単位に具体的な施策を

計画し、実践していきます。 

重点施策１ 営業力・ＳＩ力の強化 

営業部門の集約とプロジェクトマネジメントの 
徹底とオフショアの拡大 

 「営業力の強化」ではソリューション営業、アカウント営業の

集約により、営業担当者のお客様へのさらなる提案力を強

化します。「ＳＩ力の強化」では、堅実なプロジェクトマネジメン

トの徹底により不採算案件を抑止します。海外グループ会

社・協力会社両方を活用したオフショア開発の拡大を図りま

す。 

重点施策2 新規事業の創出 

DXに適応した人材基盤を強化 
新規ビジネス・ソリューションを創出 

 「新規事業の創出」では、DXに適応した人材基盤を強化

し、お客様のニーズを捉え、社会課題を解決する新規ビジ

ネス・ソリューションを創出していきます。具体的には、 

2019年4月に新設したDX推進室が中心となり各分野と連

携し、事業を推進していきます。 

営業力・ 
SI力の 
強化 

■ソリューション営業、アカウント営業の集約 

■プロジェクトマネジメントの強化 

■海外グループ会社活用 

3つの基本方針を推進していくための 

5つの重点施策の各項目内容 

■デジタルビジネスへの適応・創出 

■新技術（ＡＩ／ＩｏＴなど）人材の育成 

■社会課題を解決するソリューションの創出 

新規事業
の創出 

■グループ再編によるグループ体制強化 

■Ｍ＆Ａによるグループ強化 

■ＥＳＧを意識した情報管理と開示 

 グルー
プ経営基
盤の強化 

■業務プロセスの徹底的な合理化 

■社内システムに先進的技術を積極的に活用 
 社内ｼｽ
ﾃﾑ・事務
の刷新 

働き方 
改革の 
実践 

■人事評価制度の見直し 

■多様な働き方を支援する仕組の導入 

 （休職復職支援、テレワークなど） 

重点施策は各分野単位に具体的な施策を計画し、実践していく 
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データ通信システム設立 

社名変更「株式会社ＤＴＳ」へ 

東京証券取引所市場第二部上場 

九州ＤＴＳを設立 

日本ＳＥを子会社化 

ＤＴＳ上海を設立 

ＭＩＲＵＣＡを設立 

デジタルテクノロジーを設立 

ＤＴＳアメリカを設立 

ＤＴＳパレットを設立 

ＤＴＳベトナムを設立 

ＤＴＳ ＷＥＳＴを設立 

Ｎｅｌｉｔｏ子会社化 

ＤＴＳ上海がＤＬＳＥを子会社化 

八丁堀本社移転 

ＤＴＳインサイトを設立 

データリンクスをＤＴＳへ
吸収合併 

データリンクスを子会社化 

東京証券取引所市場第一部上場 

3,000名 

2,000名 

4,000名 

1,000名 

500名 

5,000名 

600億円到達 

800億円到達 

300億円到達 

100億円到達 

目標：2022年3月期連結売上高1,000億円以上 

2019年3月期 

業種別 
売上高構成比 

情報通信 

26.5％ 

 金融業・ 

 保険業     
33.9％ 

製造 

12.2％ 

医療・福祉・公務 8.0％ 

卸売・小売 6.6％ 

運輸業・郵便業 4.0％ 

学術研究・専門・技術サービス 1.5％ 
教育・学習支援 1.3％ 

その他 6.1％ 

2019年3月期 

セグメント別 
売上高構成比 

法人通信・ソリューション 

30.8％ 

金融公共 

   29.7％ 

  地域・海外など 

24.1％   

運用 
ＢＰＯ 

15.4％   

2019年3月期 

売上高 

867億円 

2019年3月期 

営業利益 

97億 

89百万円 

2019年度、2020年度、2021年度の連結売上高、連結営業利益の記載は目標値 

連結売上高（億円） 

連結営業利益（億円） 

ＤＴＳグループの成長の軌跡 
連結売上高 （億円） 連結営業利益 （億円） 連結従業員数 トピックス 第1章 ＤＴＳグループの価値創造 
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ＩＴの進化    

メインフレームの時代 
（1960年代～1970年代） 

ＦＡＣＯＭ、ＨＩＴＡＣ、ＮＥＡＣ、ＩＢＭなどのメインフレームや

オフィスコンピュータの時代。その中でも主流となったのは 

ＩＢＭ Ｓｙｓｔｅｍ/360。ＡＳＳＥＭＢＬＥＲ、ＦＯＲＴＲＡＮ、ＣＯ

ＢＯＬ、ＰＬ/1といった 

言語でシステム開発 

を行っていた。 

クラウドコンピューティング/ビッグデータ/ 
ＩｏＴ/ＡＩ/ロボティクスの時代  （2010年代） 

クラウドコンピューティング、仮想サーバ－、シンクライア 

ントが一般化。デジタル・トランスフォーメーションにおける 

先端技術の発達により様々なＩＴサービスが誕生。 

ビジネスの現場でパーソナル・コンピュータ（ＰＣ）が徐々に使

われるようになっていく。主流となるメインフレームにオフコン、

ミニコンと呼ばれるＰＣを連動させ、ＰＣ上にエミュレーターを

動かし、テキスト端末と 

して使われるようになる。 

メインフレームとＰＣ連動の時代 
（1980年代） 

Ｗｉｎｄｏｗｓ95やＭａｃＯＳなどに標準でブラウザー/メールソフト 

が搭載され、インターネットが日常的に利用され始める。また 

ＵＮＩＸなどのオープン系システムが普及する。開発言語はＣ言 

語がプログラムの中心となる。 

 インターネット普及の時代 
 （1990年代） 

モバイル/ＳＮＳ普及の時代 
（2000年代） 

モバイルはｉＰｈｏｎｅの登場により携帯電話からスマートフォン 

に入れ替わっていく。また、ＦａｃｅｂｏｏｋやＴｗｉｔｔｅｒなどが 

登場し、ＳＮＳのメディア化が進む。 

業界再編によりＳＩ企業の大型化が進む。規模拡大を図り

Ｍ＆Ａを実施し、開発力の増強を図った。またオフショ

ア・ニアショアの開発力の強 

化も推進。中国への開発拠 

点設置やＩＴエンジニアの教 

育子会社「ＭＩＲＵＣＡ」の設 

立など、大規模プロジェクト 

にも対応できる体制を整え 

た。 

■2003年 株式会社データ通信システムから株式会社 

        ＤＴＳへ社名を変更 

■2004年 旧本社新館ビル完成 

■2006年 日本ＳＥ株式会社の子会社化 

■2007年 株式会社総合システムサービスの株式を取得 
        し子会社化 

■2007年 株式会社ＭＩＲＵＣＡを設立 

■2007年 逓天斯（上海）軟件技術有限公司を設立  

■2009年 デジタルテクノロジー株式会社の株式を取得 

        し子会社化 

■2009年 データスタジオ＠ＷＥＢ販売開始 

 グループ化拡大期（2002年～2009年） 

   第31期～第38期 

データスタジオ＠ＷＥＢ 

2002年  
代表取締役社長に 
赤羽根靖隆が就任 

■1984年 港区新橋5丁目に自社ビル（旧本社別館）完成 

■1987年 労働省より特定労働者派遣事業の許認可取得 

■1991年 社団法人日本証券業協会に登録 

   事業領域拡大期（1980年～1994年） 

第9期～第23期 

創業時から金融系に加え、メーカー系の制御シ

ステムや小売り・流通系システムなどの新たな

領域に挑戦し、幅広い分野のシステム開発に関

わる。設計から開発、運用、保守まで一気通貫

にお客様をサポートする体制を確立し、大手企

業のＩＴ化を支援した。 

 
 
 
 
 

 

 

■1997年 本社第2ビル（旧本社本館）完成 

■1997年 本社第3ビル（旧新橋センタ）開設 

■1997年 東京証券取引所市場第二部に上場 

■1999年 東京証券取引所市場第一部に上場 

■2000年 株式会社九州ＤＴＳ設立 

■2000年 Ｗａｌｋ ｉｎ ｈｏｍｅ販売開始 

■2001年 データリンクス株式会社の株式を取得し子会社化 

 

事業規模拡大期（1995年～2001年） 

第24期～第30期 

発売当初の 
Ｗａｌｋ ｉｎ ｈｏｍｅ 

1995年 
代表取締役社長に 
杉山喬一が就任 
 

インターネットの普及に伴う旺盛な企業のＩＴ投資の需要が高

まり、レガシー系システムからＷｅｂ系システムへとシステムが

移り変わる。Ｃ＃、Ｊａｖａ、Ｐｅｒｌ、Ｒｕｂｙ、Ｐｙｔｈｏｎなどの言語

によるシステム開発が中心となり、技術の転換を図った。 

 

 

東京証券取引所 
市場第一部に上場 

1972年8月25日  
株式会社データ通信システム設立 
（現株式会社ＤＴＳ） 
創業者 代表取締役社長 笹貫敏男 
 

創業期（1972年～1979年） 

第1期～第8期 

創業メンバー 

東京都港区新橋2丁目に社員数9名で「株式会社

データ通信システム」を設立。「情報化社会において、

常に首座を占めるものは“データ通信システム”の開

発・普及」との創業者・故笹貫敏男の考えのもと、日

本のコンピュータ黎明期の時代に、金融系のシステム

開発から事業を始める。 

グループ経営基盤強化と海外事業拡大期 
（2010年～2019年現在） 第39期～第48期現在 

■2011年 特例子会社の株式会社ＤＴＳパレットを設立 

■2014年 ＤＴＳ Ａｍｅｒｉｃａ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎを設立 

■2014年 アートシステム株式会社の株式を取得し子会社化 

■2014年 横河ディジタルコンピュータ株式会社の株式を取得し子会社化 

■2014年 ＤＴＳ ＳＯＦＴＷＡＲＥ ＶＩＥＴＮＡＭ ＣＯ.,ＬＴＤ.を設立 

■2015年 株式会社ＤＴＳ ＷＥＳＴと株式会社総合システムサービスを合併 

■2017年 本社を港区新橋から中央区八丁堀に移転 

■2018年 Ｎｅｌｉｔｏ Ｓｙｓｔｅｍｓ Ｌｉｍｉｔｅｄの株式を取得 

■2018年 ＡＭＬソリューションＡＭＬｉｏｎ販売開始 

■2018年 データリンクス株式会社を株式会社ＤＴＳへ吸収合併 

■2019年 ＡＩプラットフォームＤAＶｉｎＣｌ ＬＡＢＳの販売開始 

■2019年 逓天斯（上海）軟件技術有限公司が大連思派電子有限公司を子会社化 

■2019年 Ｎｅｌｉｔｏ Ｓｙｓｔｅｍｓ Ｌｉｍｉｔｅｄの株式を追加取得し子会社化 

ＩｏＴなど新しい時代の到来をにらみ、車載／医療分野の組込み事業を強化するため、3

社統合によりＤＴＳインサイトを設立した。また、グループ会社のそれぞれの強み・特性に

応じた事業推進を促進するためＤＴＳ ＷＥＳＴを設立し、データリンクスの吸収合併など

の再編を行った。海外では、アメリカ、中国、ベトナム、インドの子会社を中心にグローバ

ルでの開発体制の拡大を推進。また、ＤＴＳ独  

自の開発標準ＰＭＳやプロフェッショナル認定 

制度の導入により、プロジェクトマネジメント力 

の強化による品質向上を図り、不採算案件を大 

幅に削減。社員一人当たりの売上高を向上させた。 

2010年  
代表取締役社長に 
西田公一が就任 

ＤＴＳのあゆみ 

価値創造のあゆみ  お客様からの信頼とともに、ＩＴの進化を支援してきました。 
第1章 ＤＴＳグループの価値創造 
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第1章 ＤＴＳグループの価値創造 

15 16 

車載機器 
医療機器 

基盤構築 

ＢＰＯサービス 

システム運用サービス 

製造業 

航空運輸業 

小売・流通業 

住宅 

官公庁・自治体 

共済・年金 

クレジット 銀行 

通信キャリア 

保険 信託 

証券 

組込み関連 

医療分野において、生体
情報システムなどを受託
開発し、人々の健康維持
に寄与しています。 

医療機器 

車載システムの各種開
発・検証ツールの提供に
加え、電動化や自動化開
発にも携わっています。 

車載機器 

運用・ＢＰＯ 

24時間365日システムを安
定稼働させ、お客様の業務
改善などに貢献しています。 

システム運用サービス 

お客様のＩＴ戦略実現と課
題の解決に、最新技術や
業務ノウハウを駆使して貢
献しています。 

基盤構築 

営業支援やヘルプデ
スクなど、様々な業
務をトータルにサポー
トしています。 

  ＢＰＯサービス 

法人ソリューション 

3Ｄ住宅ＣＡＤを中心に業
界のＩＴ化を強力サポートす
るシステムなどを開発して
います。 

住 宅 

豊富な開発実績を有し、
ＩｏＴとビッグデータを合わ
せたトータルソリューショ
ンを提供しています。 

製造業 

基幹システム開発に携
わり、多様なチャネルを
通じた「お客様満足」向
上を支援しています。 

小売・流通業 

業界特有のノウハウ
に精通したシステム
構築を提供していま
す。 

航空運輸業 

会員管理、与信審査をはじ
めとする総合的なクレジット
基幹システムの構築を支援
しています。 

金    融 

誰もが安心してアクセスできる
銀行取引、金融サービスや安
定した活発な市場取引を支え
るサービスを提供しています。 

銀 行 信 託 証 券 クレジット 

国内信託銀行の銀行業務、
信託業務、併営業務など主要
業務全般のシステム開発・保
守に携わっています。 

証券会社のマーケットビジネス
を支援するために高品質、高
性能なシステムの開発と保守
を実施しています。 

社      会 

共済サービス、年金の各種
制度に対応したシステムを
トータルサポートしています。 

生命保険会社や損害保険会
社の多様なニーズに幅広い
技術力で対応しています。 

中央省庁、地方自治体の業
務最適化を実現するソリュー
ションを提供しています。 

大手通信キャリアで培ったノウ
ハウを活用し、最適なシステ
ム構築やその後の保守サポー
トまで対応します。 

共済・年金 保 険 官公庁・自治体 通信キャリア 

ＤＴＳグループが支える社会  人々の喜びや社会の豊かさを実現します。 
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経営資源（Ｉｎｐｕｔ） 

※2019年3月期連結実績値（一部項目ＤＴＳの2019年3月期実績値） 

純資産513億5千万円 

さらなる成長投資を可能とする 
強固な財務基盤 P21 

財
務 
資
本 

熟練技術者の豊富な業務知識 
新技術への教育投資 
グローバル人材の育成 

豊富な経験と高度な 
技能・知見を有する多様な人材  P43～46 

人
的 
資
本 

豊富な実績業務ノウハウ 
高い品質を実現するＤＴＳクオリティ P20 

知
的 
資
本 

独自の品質管理システム 

社
会 
 
関
係 
資
本 

長期にわたり築きあげたお客様との 
強い関係性。多くのビジネスパートナー 
との信頼関係  P20  

お客様数 約1,400社   
ビジネスパートナー数 約400社 

国内／海外での 
サービスネットワーク P23～38 

国内8社    海外5社 
製
造 
資
本 

 国内：ＤＴＳ、デジタルテクノロジー（ＤＴＣ）、ＤＴＳインサイト、 
     日本ＳＥ、ＤＴＳ ＷＥＳＴ、九州ＤＴＳ、 
     ＭＩＲＵＣＡ、ＤＴＳパレット 
 海外：ＤＴＳ上海、ＤＴＳアメリカ、ＤＴＳベトナム、 
     Ｎｅｌｉｔｏ Ｓｙｓｔｅｍｓ Ｌｔｄ、ＤＬＳＥ 

経済的価値の創出 

【事業収益】 

連結売上高     1,000億円以上 

海外売上高        50億円以上 

連結営業利益率          10％以上 
 
 

【経営効率】 

ＲＯＥ（自己資本利益率）12％以上 
 
 

【株主還元】 

総還元性向               45％以上 

中期経営計画目標（2022年3月期） 

社会的価値の創出 

ＳＤＧｓへの取り組み（重点領域） 

 

・誰もが安心してアクセスできる金融サービス 
例：金融分野 ＡＭＬソリューション P25 
 

・持続可能な製品、生産拠点、企業運営 
例：法人ソリューション分野 製造業 P29 
 

・持続可能な都市の発展 
例：法人ソリューション分野 Ｗａｌｋ ｉｎ ｈｏｍｅ P29 
 

・低所得者でも購入可能な低コスト製品 
例：グローバル分野 ＦｉｎＣｒａｆｔ  P37 
 

・予防ヘルスケアの普及  ・遠隔医療、介護の発展 
例：社会分野 医療福祉 P27 
 
 

・誰でもどこでも利用可能な安心、安全なモビリティ－の発展 
例：組込み関連分野 車載 P33 
 

・インテリジェントな輸送システムの発展 
例：法人ソリューション分野 運輸 P29 

価値創出(Ｏｕｔｃｏｍｅ) 

 

社
会
的
価
値
・
経
済
的
価
値
の
創
出
が
も
た
ら
す
持
続
的
な
事
業
成
長 

  事業活動 

 
 
 

グローバル分野  P37 

 
 
 

社会分野 P27 

 
 
 

      金融分野 P25  

 
 
 

組込み関連分野 P33 

 
 
 

運用・ＢＰＯ分野 P31 

 
 
 

地域分野 P35 

グループ総合力 

 
 
 

法人ソリューション分野 P29 

事業計画 

事業環境におけるリスク要因 事業戦略 

5つの重点施策 

【情報サービス産業】 

受託型のシステム開発・運用など
従来型の事業形態は変革（今後の
大きな事業拡大が見込めない） 。 
 
サービスやソリューション提供型のビ
ジネス形態が市場の拡大を見込む。 

・営業力・ＳＩ力の強化 
・新規事業の創出 
・グループ経営基盤の強化 
・社内システム・事務の刷新 
・働き方改革の実践   

3つの基本方針 

１. 持続可能な社会の実現 
 
2. 新たなＳｌｅｒへの進化 
 
3. 自律型人材への変革 

【中期経営計画】 

システム 
インテ 

グレーター 
 
 
 

 
 
 

ソリューション 
/サービス 

インテグレーター 
 
 

 
 

    新たなＳｌｅｒへの進化 

ＩＴ・デジタルサービスの提供を通した社会貢献 

第1章 ＤＴＳグループの価値創造 

価値創出のプロセス  社会的価値と経済的価値を創出し、持続的な成長を実現します。 
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・ 



ＩＴによって社会に変革をもたらすＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）におけるクラウドコンピューティング、ＡＩ、モビリティー、ビッグデータ、ロボティクス、ＩｏＴ、サイバーセキュリティなどの 

ＣＡＭＢＲＩＣと呼ばれる先端技術に適応したトータルソリューションをお客様に提案・提供することで、社会課題や顧客課題の解決に貢献しています。 

ＤＴＳグループの総合力 （トータルソリューション） 

ＩＴ 
インフラ 
構築 

運用 
ＢＰＯ 

教育 
研修 

社会・お客様の課題解決 

システムインテグレーター 

ソリューション/サービスインテグレーター 

新たなＳｌｅｒへの進化 

 ＤＸに適応した技術力 Cloud Computing、AＩ、Mobility、Big Data 、Robotics 、 IoT 、CyberSecurity 

コーポレート・ガバナンス 

成長戦略（中期経営計画）  

ＳＤＧｓを意識した マテリアリティ抽出 

経営資源 

財務資本 
非財務資本 

（製造資本、人的資本、 
知的資本、社会・関係資本など） 

ＤＴＳグループの強み 

 

 強固な 
顧客基盤 

プロフェッ 
ショナル 
人財育成 

高度な要求に 
お応えできる 
サービス品質 

グループ会社のＭＩＲＵＣＡは、プロフェッショナル人財育成を目的に、人材を

「人財」へ育成する教育研修サービスを提供しています。研修内容は、「新

人研修」「管理職研修」「プロジェクトマネジメント」「提案力強化」「技術研

修」など、業界ごとの時代のニーズにあった多種多様なメニューを提供し

ています。ＤＴＳグループは、これらの研修メニューを社員に受講させること

により、業界でも最高水準の技術レベルを確保し、強みとしています。 

 

プロフェッショナル 
人財育成 

お客様からの高度な要求が求められるＳＩ事業において、サービス品質を担

保し透明化するため、毎月定期的にプロジェクト推進会議を開いています。

プロジェクトの見える化を行い、定量的、客観的な視点でのモニタリングや分

析を行っています。また、ＤＴＳならではの標準プロセスとして開発標準ＰＭＳ

や運用標準ＩＴＳＭＳを用いた運用管理など、問題プロジェクトの発生を未然

に防ぐ体制をしっかりと構築しています。 

高度な要求に 
お応えできる 
サービス品質 

ＤＴＳグループの強み 

ＤＴＳグループは1972年の創業以来、金融や通信をはじめ、公共、法人分

野などのお客様へＩＴサービスを提供してきました。現在のお客様の数は約

1,400社です。長期にわたり築きあげたお客様との強い関係性、各業界から

得た業務知識や技術ノウハウは、グループの事業資産となり、大きな強みに

なっています。 

強固な顧客基盤 

ビジネスモデル  ＤＸに適応した技術力で、社会・お客様の課題を解決します。  
第1章 ＤＴＳグループの価値創造 
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コンサル 
ティング 

プロダクト 
販売 

システム 
開発 

システム 
設計 



項目 単位 2015年3月期 2016年3月期 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期 

ＤＴＳグループオフィス
（国内） 

CO2排出量 t-ＣＯ2 1,722 1,460 1,357 1,249 1,037 

ＤＴＳグループオフィス
（海外） 

CO2排出量 t-ＣＯ2 102 101 93 95 111 

人事関連データ   

連結 
 

項目   単位 2015年3月期 2016年3月期 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期 

社員数 人 4,376 4,430 4,396 4,378 4,369 

 
単独 
 

項目   単位 2015年3月期 2016年3月期 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期 

社員数（男女別） 

男性 人 2,363 2,283 2,284 2,222 2,488 

女性 人 427  426 416  421   527 

計 人 2,790 2,709 2,700 2,643 3,015 

平均勤続年数 

  年 12.2 12.9 13.4  14  13.9  

(うち女性社員） 年 （10.5） （10.2） （10.1） （10.3） （10.6） 

指導的地位に就く女性 ※管理職 

人数 人 10  9  8 11  11  

比率 ％ 3.1   3.2  3.2  2.9 3.1  

障がい者雇用率     ％ 1.92  2.06  2.13 2.18 2.2 

平均年休取得実績     日 11.6  11.5  13.6 13.3  13.7  

育児休業制度利用者 
(5日以上） 

  人 65  65 64  47  30 

(うち男性社員） 人 （6）  （2） （3）  （2） （4）  

育児休業復職率     ％ 83.1 100 90.5  100  94.1  

短時間勤務制度利用者     人 65  84 84   82 94 

看護休暇制度利用者     人 -  -  -   8 9  

介護休業制度利用者     人 1 1   2  3 6 

介護休暇制度利用者     人  -   -  -    5 7  

環境関連データ 

（単位：億円） 財務ハイライト 非財務ハイライト 

※データ算出基準日：各年度3月31日時点。ただし障がい者雇用率は各年度6月1日時点 
※看護休暇制度、介護休暇制度は2017年度から導入 

※CO2排出係数：電気事業者別排出係数を使用 
※海外の一部事業所を除く 
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項目 2015年3月期 2016年3月期 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期 

業    績 

売上高 746.09 825.37 798.58 831.63 867.16 

売上原価 614.36 675.53 640.16 667.15 692.00 

売上総利益 131.73 149.84 158.42 164.48 175.17 

売上総利益率 17.7％ 18.2％ 19.8％ 19.8％ 20.2％ 

販売費および一般管理費 67.40 73.84 78.55 79.24 77.27 

営業利益 64.32 75.99 79.86 85.23 97.89 

営業利益率 8.6％ 9.2％ 10.0％ 10.2％ 11.3％ 

ＥＢＩＴＤＡ 71.39 81.34 84.47 89.45 102.63 

親会社株主に帰属する当期純利益 36.92 43.41 51.21 57.65 68.17 

受注高 826.60 826.36 834.92 845.05 892.92 

受注残高 302.93 303.92 340.26 353.69 379.45 

受注残高回転率 142.0％ 136.0％ 124.0％ 119.8％ 118.3％ 

年度末財政状態 

純資産 380.84 403.55 436.60 469.62 513.53 

自己資本 366.35 388.14 420.91 469.62 513.53 

キャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フロー 69.50 50.60 37.64 67.61 69.47 

投資活動によるキャッシュ・フロー △20.50 54.23 △11.99 △18.06 △17.70 

財務活動によるキャッシュ・フロー △13.26 △20.64 △22.16 △29.67 △24.77 

現金および現金同など物の期末残高 217.28 301.20 304.59 324.54 351.40 

設備投資額 6.83 5.17 2.67 7.31 6.14 

減価償却額 7.06 5.34 4.60 4.21 4.73 

財務指標 

ＲＯＥ 10.5％ 11.5％ 12.7％ 12.9％ 13.9％ 

ＲＯＡ 13.3％ 14.5％ 14.4％ 14.5％ 15.5％ 

自己資本比率 71.3％ 70.4％ 73.7％ 76.5％ 76.7％ 

配当性向 31.9％ 32.1％ 31.5％ 32.3％ 32.5％ 

一株当たり情報 

当期純利益 156.74円 186.68円 222.48円 247.9円 292.21円 

純資産 1,557.32円 1,671.27円 1,832.04円 2,003.23円 2,203.22円 

年間配当金 50円 60円 70円 80円 95円 

一人当たり情報 

売上収益 0.17円 0.18円 0.18円 0.18円 0.19円 

営業利益 0.01円 0.01円 0.01円 0.01円 0.02円 



・Ｍ&Ａ活用での拡大 
・グローバル人材充実 

グローバル 
組込み関連 

・地域拠点の拡大 
・ソリューションの創出 

共通・その他 

・基盤構築・プロダクト販売など 

金融 

・ＳＩ一括開発型の拡大 
・金融ソリューション創出・拡大 

法人ソリューション 

・卸売・小売などでの 
 ソリューション活用 
・ＳＩ基盤・インフラ 
 構築の技術力活用 

・車載技術強化、 
 モビリティー全体への展開 
・医療の中心領域へ 
 技術シフト 

・医療福祉・損保のコア事業化 
・医療福祉ソリューション創出 

運用・ＢＰＯ 

社会 

ＤＸ領域 

成
長
性 

収益性 

地域 

・自社クラウドサービス推進 
・新たなＢＰＯ領域開拓 

中期経営計画3カ年での分野別の成長戦略 

分野別注力領域に関しては、各分野別の成長戦略としてトップラインを拡大していくうえでＤＸ領域に注

力するとともに、人材育成を含めた戦略的Ｍ&Ａも積極的に実施していく計画です。 

金融業界における40年以上の実績とノウハウにより、
大規模案件開発やお客様事業の海外展開まで支援して
います。 

金融分野 

社会分野 

社会公共分野のシステム開発・保守における豊富な実
績と業務ノウハウを有しています。 

法人ソリューション分野 

様々な業界・業種へ最適なシステム・最新の技術を、
ワンストップで提案しています。 

煩雑なシステム運用業務からお客様を解放し、効率
的・最適な運用を実現します。 

運用・ＢＰＯ分野 

組込み関連分野 

ＤＴＳインサイトが組込みシステム開発を主軸に、車
載・医療分野のＤＸ化を支援しています。 
 

地域分野 

ＤＴＳグループ地域ユニット3社（日本ＳＥ、ＤＴＳ ＷＥＳＴ、九
州ＤＴＳ）が地場でのＳＩサービスの提供を積極的に行ってい
ます。 

グローバル分野 

ＤＴＳ上海、ＤＴＳアメリカ、ＤＴＳベトナム、ＤＬＳＥ、Ｎｅｌｉｔｏが、
グローバル事業におけるＳＩサービス、オフショア開発、各種Ｂ
ＰＯなどで、幅広い分野のお客様を支援しています。 

 

共通・その他分野 

デジタルテクノロジー（ＤＴＣ）が事業を行う、基盤構築・プロダ
クト販売などが含まれます。 

12％ 

8％ 

15％ 

12％ 

6％ 

16％ 

22％ 

9％ 

699名 

448名 

812名 

695名 

340名 

グローバル
1,226名 

 
分野別 

所属社員数 
と構成比 

（2019年3月末時点） 

499名 

社会 

金融 

法人ソリュ 
ーション 

運用・ＢＰＯ 
組込み 
関連 

共通・ 
その他 

地域 
888名 

金融 17％ 

社会 12％ 

法人ソリュー

ション 22％ 

地域 11％ 

その他 14％ 

連結 
分野別 

売上高構成比 
（2019年3月期） 

組込み関連 
 8％ 

グローバル 1％ 

運用・ＢＰＯ 
 15％ 

※非連結グループ会社を含めた人数 

分野別売上高と所属社員数構成比 

※薄い色の円から濃い色の円へ成長性・収益性を年々拡大していく。 

第2章 価値創造への取り組み 
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業界随一のノウハウ・実績で高度化する金融業界の課題解決を支援 

創業以来、銀行、信託銀行、証券など、金融ビジネス全般のシステム開発・保守に携わってきた40余年の実績があり、お

客様から高い評価を頂いています。大規模システム統合やシステム再構築など、長年にわたって蓄積した業界随一の業務ノウハ

ウを持つ多くの専門技術者たちが高度化する金融業界の課題解決を支援します。 

国内メガバンクを主とした勘定系、情報系、外部接続、市場系などのシステム開発・保守を長年手掛けています。最新のバンキン

グ機能を構築するうえで必要な業務ノウハウ、様々な最新技術を提供しています。 

ＤＴＳの最大の強み、銀行勘定系のシステム開発 銀 行 

国内大手信託銀行の銀行業務、信託業務、併営業務など主要業務全般のシステム開発・保守に長年携わっています。専門性

の高い年金、証券、証券代行、債権流動化に関する業務については、専門ＳＥを数多く有しており、課題解決を支援しています。 

専門ＳＥによる業務ノウハウの集積 信 託 

証券会社のマーケットビジネスを支援するために高品質、高性能なシステムの開発と保守を実施しています。独自の「インターネッ

ト残高照会サービス」を用意し、迅速なサービス提供を支援します。 

マーケットビジネスの成功を支援するソリューション提供 証 券 

会員管理、与信審査、売上・請求、加盟店管理、ポイント管理など、総合的なクレジット基幹システムの構築を支援します。汎用

機からオープン環境への移行、パッケージシステムへの移行、ブランド統合による複数システムの片寄せなどの支援も可能です。 

総合的なクレジット基幹システムの構築を支援 クレジット 

業務系などの大規模基幹システムから小規模なサブシステム･グループウェアまで、システム基盤の設計・構築・保守を一元的に

提供します。マルチベンダーでネットワーク、サーバ－、セキュリティ機器を選定し、お客様に最適な組み合わせを実現します。 

システム基盤の設計から、構築までを一元的に提供 金融系基盤構築サービス 

635名 

所属社員数 
（2019年3月末） 

69社 

顧客数 
（2019年3月末） 金融分野  売上高（億円） 

※上記売上高は、グループ内売上含む。 
 組織は旧分野組織のため、2019年度組織と一部異なる。 

ＲＰＡとＡＩを組み合わせ 
信託銀行の業務を効率化 

信託銀行様の人手によるシステムの登録作業をＲＰＡ

を活用して自動化するとともに、ＡＩによって人の判断を必

要としていた情報の分類、項目抽出の作業も自動化。自

動処理内容の確認とイレギュラーなケースへの対応とい

う最小限の事務負荷で業務を行うことが可能になりました。 

具体的には、決済機関の公開サイトに掲載された情報を

手作業でＥＵＣに登録する業務の効率化のためＲＰＡによ

る自動化に取り組みましたが、一部の手続きに担当者の

経験に基づく判断が必要であることが判明したため、過去

のデータをＡＩに学習させ、判断させることにしました。自動

化が困難と思われた業務の自動化が可能となり、約

1,000件分の登録作業を自動化し、約250時間の削減に

つながりました。 

 

 
 

事例 

社会 
課題例 

ＦｉｎＴｅｃｈやコンプライアンス、マネー・ローンダリング対策など、複雑かつ高度化 
する金融機関の業務を高い専門知識とＡＩなどの最新のテクノロジーでサポート 

ＦｉｎＴｅｃｈの台頭やコンプライアンスなどの国内外の規制の強化、

世界的な金融犯罪の高度化に伴うアンチ・マネー・ローンダリン

グ（ＡＭＬ）など、金融業界を取り巻く課題は年々、複雑かつ高度

になっています。ＤＴＳは長年培った業務知識とＩＴ専門知識を駆

使して、お客様の課題解決をサポートします。 

ＡＭＬソリューションを海外へ展開（シドニー：ＳＩＢＯＳ展への出展） 

金融分野 金融分野 
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ＦｉｎＴｅｃｈの進化により、金融業界にも変革が起きています。

2020年にはキャッシュレス決済が2017年比で倍増し、全体の

4割に拡大すると予測されています。また、モバイルバンキン

グ人口が急増することも予測されています。こうした外部環境

への対応として、金融分野では右記の内容を実施していきま

す。 

キャッシュレス決済が倍増、モバイルバンキング人口が急増と予測。 
対応する開発技術者を増やす 

・レガシーからオープン系への技術転換の促進 

・アーキテクト人材の育成 

・ソリューションを支えるＦｉｎＴｅｃｈなどの新規技術に取り組む 

 人材育成の強化 

・クラウド、スマホアプリなどの新技術の有識者の増強 

・常駐先プロジェクトでの人材ローテーションの実施 

 
 

成長 
戦略 
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ＡＩを活用したイノベーションの推進により持続可能な社会を実現 

人工知能(ＡＩ)は社会の様々な場面での利活用が広まりつつあり、私たちの暮らし、産業、社会インフラの中で、今後もさらにその

存在感を増していくと考えられます。ＡＩはあらゆる産業にビジネスイノベーションを引き起こし、新たな価値を創り出します。ＡＩの

積極的な活用を推進していくことで、様々な社会課題を解決し、持続可能な社会を実現していきます。 

生命保険会社の業務を長年支援しており、生保システム全般にわたる高度なスキルとノウハウを有しています。コンサルティングから開発・

保守まで一貫した統合サービス、ホスト系からオープン系・Ｗｅｂ系までの幅広い技術力で、多様なニーズに応えます。 

。 

個人保険から団体保険まで支援 生命保険 

損害保険会社で長年にわたり、自動車保険、火災保険、傷害保険、海上･輸送保険など多様な保険種目のシステム開発・保守を実施

してきました。そこで培った豊富な経験により、要件定義、顧客支援業務など、様々なニーズに応えます。 

システム開発・保守から顧客支援まで 損害保険 

保険医療機関からの診療報酬の審査支払や、各保険者が行う事務処理を電算化した共同電算、広域連合が行う後期高齢者医療な

どのシステム開発、保守・運用に豊富な経験と専門スキルを有しています。介護保険などの保健医療福祉サービスにも精通しています。 

医療ＩＴ化の推進に対応 医療福祉 

国民年金、厚生年金、ＤＢ、ＤＣなど、各種年金制度に対応したシステム構築から運用・保守まで業務に精通したＳＥが多数在籍してい

ます。それぞれの制度において制度管理、加入者管理、受給者管理から数理システムの開発に至るまでの対応が可能です。 

各種年金制度に精通したＳＥが対応 年 金 

会員の新規加入から退会までの掛金の管理、積立や貸付、保険、給付などの業務に関する豊富な経験と専門スキルを有し、共済シス

テムの構築から運用・保守までトータルサポートします。事務手続きの効率化や会員の個人情報保護の課題解決にも応えます。 

共済システムをトータルサポートし課題解決 共 済 

中央省庁、地方自治体のシステム構築から運用・保守、業務最適化など幅広い実績を通じた、豊富な業務経験と専門スキルで支援

します。コスト低減などの課題解決に際して、パッケージやＯＳＳ（オープンソース・ソフトウェア）なども積極的に活用します。 

中央省庁、地方自治体の業務最適化を実現 官公庁・自治体 

国内大手通信キャリアの基幹系/周辺系システム開発での豊富な実績・業務ノウハウを活用し、顧客管理、契約管理、請求入金、設

備管理、監視制御やサービスオーダー管理システムなど、お客様に最適なシステム構築やその後の保守サポートまで対応します。 

大手通信キャリアで培ったノウハウを提供 通信キャリア 

産業別就業者数で「医療・福祉」が「卸売・小売業」を上

回り、製造業全体に比肩するほど増加傾向にあり、また

少子高齢化が進む未来を見据えて、製造業が金融、保

険事業に進出するなど、業界の構図に大きな変化が起き

ています。 

中でもヘルスケア産業が2025年までに約33兆円の市場

規模になると予測されています。こうした外部環境への対

応として、社会分野では右記の内容を実施していきます。 

少子高齢化によりモバイルヘルスケア市場が急成長。 
人材の育成、新たな強みとするソリューションつくりが急務 

・モバイル系開発技術者、クラウド基盤技術者の人材 

 増強、およびＡＩ関連技術者の育成 

・新技術、付加価値性のある強みづくり 

成長 
戦略 

 
 

事例 

ＡＩを活用した「予測分析」をもっと身近に  
機械学習によるビジネスイノベーションをすべての産業に 

社会 
課題例 

機械学習を用いたデータ分析プラットフォーム「ＤＡＶｉｎＣＩ ＬＡＢＳ(ダヴィン

チ・ラボ)」は、精度の高い予測モデルの作成を全自動で行うことができ

るソリューションです。優れた操作性と高度なアルゴリズムによって、業

務知識さえあれば誰でも簡単にＡＩによる高度なデータ分析が可能とな

ります。データサイエンティストに依存することなく、あらゆる産業のあら

ゆる場面で、ＡＩによるビジネスイノベーションを創り出すことができます。 

 

【機能】①データ読み込み 
     ②データの前処理 
      ③学習と分析 
     ④予測モデル・クラスタリング 
      セットの作成 

データベース ＰＣＡＩ

448名 

所属社員数 
（2019年3月末） 

61社 

顧客数 
（2019年3月末） 社会分野  売上高（億円） 

※上記売上高は、グループ内売上含む。 
  組織は旧分野組織のため、2019年度組織と一部異なる。 

社会分野 社会分野 
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「ＤＡＶｉｎＣＩ ＬＡＢＳ」は、海外におい

ては、保険会社の多様な保険業務

に既に適用されており、具体的な

実績を通じて様々な効果が検証さ

れています。 

AIによる保険業界
における価値創出 



様々な業界業種へ最適なシステム・最新の技術により社会へ貢献 

小売・流通業での最新技術を用いた産業基盤の構築や自動化ツール支援、製造業における合理化・効率化へ向けたワンス

トップ・ソリューションの提供、航空運輸業界のインフラ整備を行っています。また、住宅業界における環境負荷低減や医療分

野のビッグデータ活用など、最新技術を活用した社会課題の解決にも取り組んでいます。 

大手小売業の基幹システム開発に携わり、コンビニエンスストア、アパレル、百貨店ほか、

小売業界全般で豊富な実績を有しています。販売・商品管理、クレジット会員管理、電子

マネー、モバイルアプリ開発のほか、ＥＣ・店舗システムなどのオムニチャネル開発にも注力

しています。 

小売・流通業 

大手製造業の受発注管理・商品開発管理システムにおける豊富な開発実績を有していま

す。生産計画から、製造・販売に至るまで、ＩｏＴとビッグデータ（ＡＩ・ＢＩ）を組み合わせ、トータ

ルに管理するソリューションを提供します。 

 製造業 

航空業界の業務ノウハウを生かし、座席予約、整備・運航管理などの主要業務のシステム

を構築します。運輸業界に向けても、バス観光を中心とするお客様に、基幹システムの設

計・開発・保守のサービスをワンストップで提供します。 

 航空運輸業 

長年のシステム開発・運用の実績・経験をもとに、お客様の業務課題や経営課題に一歩踏

み込み、現状分析から業務プロセス改善の立案、ソリューション導入の提案など、幅広いコ

ンサルティングサービスを提供します。 

 ＩＴコンサルティングサービス 

独立系Ｓｌｅｒとして、大企業から中堅・中小企業まで多くの導入実績を誇るＥＲＰ・生産管理

パッケージなどの導入支援サービスを提供します。システム導入後の運用・保守について

も、お客様のビジネスやシステムを十分に理解しているため、安心してお任せ頂けます。 

 ＥＲＰパッケージソリューション 

小売・流通業、サービス業、製造業など幅広いお客様へ、販売・生産管理から人事、会計

まで様々な基幹システム・ソリューションを提供します。パッケージ機能にお客様ごとの独自

の強みを付加し、競争力のある柔軟なシステムを実現します。 

 基幹業務ソリューション 

業界や業種が異なれば、解決すべき課題も必要とされるシステムも異なります。業界の最

新動向や知見、生産管理やサプライチェーンなど、業務で培った経験・ノウハウをもとに、

最新のテクノロジーを活用し、最適化されたソリューションを提供します。 

 業界・業種別ソリューション 

住宅建設業向けの3Ｄ住宅ＣＡＤパッケージ「Ｗａｌｋ ｉｎ ｈｏｍｅ」を中心に、ＤＴＳの独自プロダク

トの導入・保守や周辺システムを開発します。顧客管理・受発注管理・工事工程管理・原

価管理・アフター管理などの業務システム開発も行っています。 

 ハウジングソリューション 

ビッグデータは、企業経営や現場の意思決定プロセスに変革をもたらす重要な資源です。 

ＤＴＳは、多種多様なビッグデータを可視化し活用することによる業務の効率化や新サービ

スの創出を通じて、お客様のビジネスの成長を支援します。 

 ビッグデータソリューション 

ＳＡＰの2025年問題（ＳＡＰ ＥＲＰのサポート終了）により、多く

の企業が基幹システムの刷新を迫られることが予測されてい

ます。また同年、基幹系システムを21年以上稼働している

企業の割合が全体の6割を占めると言われており、刷新を検

討する企業の増加が予測されます。こうした外部環境への対

応として、右記の内容に対応していきます。 

企業の2025年問題に向けた準備を。体制構築と対応力強化が課題 

・人材の補強  

 (提案要員、大型案件推進の要員、コア人材) 

・グローバル事業の推進 

・大規模案件への挑戦 

・プライム案件受注に向けた体制強化 

・顕在化する顧客の新規ニーズへの対応力の増強 

成長
戦略 

クラウドコンピューティング、ＡＩ、モビリティー、ビッグデータ、ロボティクス、ＩｏＴ、サイバーセ

キュリティなどの先端技術をお客様のビジネスへ活用する方法を提案します。最先端のソ

リューションで、お客様のビジネスイノベーションを支援します。 

 新規領域ソリューション 

 

 
３Ｄ住宅ＣＡＤパッケージ「Ｗａｌｋ ｉｎ ｈｏｍｅ」で、災害に強い街づくりを 

昨今の相次ぐ大地震や気候変動の影響により被害が増している自然災害に備え、災

害に強い住宅、街づくりが社会的な課題となっています。３Ｄ住宅ＣＡＤパッケージ「Ｗ

ａｌｋ ｉｎ ｈｏｍｅ」は耐震性の見える化が可能な「耐震シミュレーション」や低炭素社会

実現のための「太陽光パネル設置シミュレーション」、リフォームによる省エネ販売促

進ツールが搭載されています。こうした機能により設計時から耐震性や環境性能に配

慮した住宅設計が可能となっています。 

 
 

事例 

 耐震シミュレーション、低炭素シミュレーションで 
 住み続けられるまちづくりを提案 

社会 
課題例 

発売から20年、３Ｄ住宅ＣＡＤパッケージ「Ｗａｌｋ ｉｎ ｈｏｍｅ」 は様々な建築設計における社会課題

を解決するため、毎年バージョンアップを行っています。Ｗａｌｋ ｉｎ ｈｏｍｅが耐震性能を見える化す

る「耐震シミュレーション」、環境に配慮した「低炭素シミュレーション」などの機能が「住み続けられ

るまちづくり」に貢献します。 

 

812名 

所属社員数 
（2019年3月末） 

290社 

顧客数 
（2019年3月末） 法人ソリューション分野  売上高（億円） 

※上記売上高は、グループ内売上含む。 
 組織は旧分野組織のため、2019年度組織と一部異なる。 
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クレジットカード情報が含まれた申込書のデータなどを、ＰＣＩ ＤＳＳに準拠した高セキュリティ環境下で安全に代行処理します。様々な業態

の実績をもとに、お客様の運用に合わせて最適な運用の提案が可能です。 

カードセキュリティサービス ＰＣＩ ＤＳＳに準拠した高セキュリティ環境で安全に代行処理 

40年以上の経験とノウハウで、高品質な運用体制を迅速に構築。システム運用に関わるすべての領域をサポートしています。運用フェーズ

をいかに効率的かつ高品質に運用できるか、システムの特性や現場の課題に即し、最適な仕組みでお客様の業務を改善します。 

システム運用サービス システム運用を可視化、最適な“仕組みづくり” 

従来のオンプレミス環境に加え、最新のクラウド系サービスや仮想化システムに対しても、幅広く運用設計サービスを提供します。 

独立系の強みを生かし、お客様のニーズに合った製品を活用し運用設計を実施します。 

システム運用設計サービス クラウドサーバーから仮想化システムまでの運用を提案 

システム運用だけではなく、ヘルプデスクやキッティングをはじめ、ＩＴ領域から離れた様々な業務をお客様に代わって対応します。 

お客様先に要員を常駐させ、より密接なコミュニケーションを築き様々なニーズに合わせて柔軟に対応します。 

ＢＰＯサービス 営業支援やヘルプデスクなど、様々な業務をトータルサポート 

調査・現状分析から、各種クラウドサービスのメリットを生かす設計・構築、動作確認、そして運用設計・運用監視までをサポートします。 

プライベート、パブリック、ハイブリッドすべてのクラウドサービスのデリバリモデルを最適化された形で提案します。 

クラウドサービス すべてのサービスのデリバリモデルを最適化 

日常の「当たり前」をトータルに支える運用・ＢＰＯサービス 

システム運用のスペシャリストがお客様の運用に関する課題を解決し、システム運用の最適化を実現します。また、ＢＰＯサービスとし

てお客様の業務支援や、経験豊富な業務改善のスペシャリストがＲＰＡ（Ｒｏｂｏｔｉｃ Ｐｒｏｃｅｓｓ Ａｕｔｏｍａｔｉｏｎ）を活用した業務の自動

化と業務プロセス改善をご提案いたします。 

2025年問題として基幹系システムを21年以上稼働

している企業の割合が全体の6割を占めるようになる

と言われており、刷新に迫られる企業の増加が見込

まれています。また、刷新だけではなく今後の予測とし

て、働き方改革や人材不足の影響などにより企業の 

ＩＴ予算の9割が保守運用に。ビジネスパートナーとの連携を強化し、新規開拓 

ＩＴ予算の9割以上が保守運用のために費やされるという

予測もあります。こうした外部環境への対応として、運

用・ＢＰＯ分野では下記の内容を実施していきます。 

・新規部門・顧客開拓のチャネルの強化 

・協業ＢＰとの一層の連携強化、新規ＢＰの発掘  

 
 

成長 
戦略 

メールオーダー/テレフォンオーダー（ＭＯ/ＴＯ)を受け付けている加盟店様のクレジットカード受注を、ＰＣＩ ＤＳＳに準
拠した当社のＢＰＯセンターで業務代行。加盟店様のカード情報非保持化を支援しています。 

1．新聞社様  

支払登録申込書入力代行業務 

2．ガス会社様 

支払登録申込書入力代行業務 

3．生命保険／損害保険会社様 

支払登録申込書入力代行業務 

4．百貨店ＥＣサイト様 

納品代行業務 

高セキュリティ環境でクレジットカード情報の管理業務を安全に代行 
 
 

事例 

クレジットカードの情報漏洩、不正使用から守る新ソリューション 

2018年9月の割賦販売法改正により、クレジットカード情

報を取り扱うすべての事業者は、取り扱う環境やセキュリ

ティについて、厳しく管理しなければならなくなりました。当社

では、クレジットカード情報が含まれた申込書のデータなど

を、ＰＣＩ ＤＳＳに準拠した高セキュ 

リティ環境下で安全に代行処理します。 

 

 

社会 
課題例 

サービス概要 

695名 

所属社員数 
（2019年3月末） 

顧客数 
（2019年3月末） 運用・ＢＰＯ分野  売上高（億円） 

161社 

※上記売上高は、グループ内売上含む。 
 組織は旧分野組織のため、2019年度組織と一部異なる。 
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業務系を含む大規模な基幹システムから小規模なサブシステムまで、システム基盤の設計・構築を一元的に提供します。 

様々なベンダーからネットワーク、サーバー、ストレージ、セキュリティ機器を選定し、お客様に最適な組み合わせを実現します。 

システム基盤の設計から、構築までを一元的に提供 インテグレーションサービス 



カーナビゲーションや制御ＥＣＵなどの開発支援ツールから、自動ブレーキなど先進運転支援システムに要求されるＡＳＡＭ規格

への対応や高速通信ＣＡＮＦＤ計測、開発用シミュレータ（ＨＩＬＳ）などに対応した製品やサービスを提供しています。 

車 載 機 器 車載システムの各種開発・検証ツールを提供 

情報家電（デジタルＴＶ、スマートフォン、複合機など）、産業機器（ロボット、制御用装置など）に代表される組込み機器開発に向

け、開発支援ツールやエンジニアリング・サービスを提供。技術トレーニングやサポート業務などでもお客様を支援します。 

組込み機器 組込み機器の開発支援ツール、受託開発を提供 

人の命を預かる医療システムでは、何よりも安全性が優先されます。医療機器（内視鏡、各種検査装置など）を開発しているお

客様に向けて、開発標準工程規約や内部品質監査を徹底したソフトウェア受託開発、ハードウェア設計・試作開発を手掛けてい

ます。臨床現場の方々のご意見を受け止め随時発生する変更要求に対する即応力を重視し、ＩＥＣ62304に準拠して策定されて

いる開発規格を遵守し、それぞれの場面に適応した最適なエンジニアリングを提供します。 

医 療 機 器 生体情報システムなどを受託開発 

日本全国の地上デジタル放送局やＢＳ・ＣＳデジタル放送局、ケーブルテレビ局向けに、最新の技術や規格に対応したデジタル放

送用監視・解析機能、計測機器などを提供しています。 

デジタル放送は、社会に欠かせないインフラとして常に安定した運用を求められる一方で、4Ｋ放送などの技術革新による高品質

化・高音質化・高機能化が進んでいます。デジタル放送に関する豊富な経験とノウハウを生かし、放送サービスの監視・解析機器

を提案・提供することで、放送サービスの安定的な運用を支援します。 

デジタル放送監視機器 デジタル放送の監視・解析・計測機器を提供 

組込みシステム開発を主軸に、車載・医療分野のＤＸ化を支援 

車載分野や組込み分野における組込み開発支援ツールや検証ツール/生産支援ツールなどの自社プロダクトの提供、各分野に

おける受託開発、医療分野における計測制御システム、ハードウェア・ファームウェア受託開発などの豊富な実績で、お客様の開

発をサポートします。 

自動車プロダクト市場は、引き続きＴｉｅｒ1、Ｔｉｅｒ2設備

投資などで伸張傾向が予測されています。また自動車

受託市場も、自動運転に加え周辺領域などの開発需

要は増加すると予測されています。ただし医療市場は

伸び悩んでおり、当中計期間の投資は軟調傾向が続く

と見込まれています。こうした外部環境への対応として、

組込み分野では右記の内容を実施していきます。 

自動運転やその周辺領域の開発需要増加。 
人材確保とともに新たなサービスやビジネスの創出が課題 

・業界内における競争力の向上      

・高度技術者の人材確保 

・プロダクト新製品、新サービスの創出 

・車載技術の更なる向上 

・車載ならびにモビリティー全体の開発ビジネスへと 

 サービスの集中と展開・医療技術の進化をとらえ、 

 主要な医療技術へと技術シフト 

成長
戦略 

今後の自動車は「所有」するのではなく「利用」するものへ。 
ＭａａＳ（Ｍｏｂｉｌｉｔｙ ａｓ ａ Ｓｅｒｖｉｃｅ）という大きな枠組みに組み込まれる 

社会 
課題例 

自動運転技術において重要なポイントは、エレクトロ

ニクスとＩＴの技術を結び付けた高度な自動運転シス

テムの開発であり、自動運転システムレベルの向上

のためには、様々なセンサーなどから得た情報の迅

速な解析や信頼性の高い高速通信、ＡＩによる「認

識・予測・判断」との連携など多種多様な技術開発

が必要です。当社グループは車載事業を通じ、この

社会課題に対しソリューションの提供を行います。 

 

 

 

各種ＥＣＵ，センサー間の連携および 
インパネシステムの開発 

現在の自動車は、1台の車に数多くのECU（Electronic Control Unit)で動いてます。

DTSグループでは「動く・止まる・曲がる」といった動作の制御からメーター類の制

御まで多種多様なECUの開発を行っています。また表示情報が多様化するインパ

ネシステムにも対応しています。 

 
 

事例 

340名 

所属社員数 
（2019年3月末） 

819社 

顧客数 
（2019年3月末） 組込み関連分野  売上高（億円） 

※上記売上高は、グループ内売上含む。 
 組織は旧分野組織のため、2019年度組織と一部異なる。 
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福岡 

東京 

沼津 
名古屋 

大阪 

京都 

札幌 

札幌、東京、沼津に開発拠点を設け、主に卸売・小

売、保険・証券、自治体向けのシステム提案から設

計、開発、基盤構築、運用/保守までを行っていま

す。特に販売管理において数多くの実績を有してい

ます。 

日本ＳＥ株式会社 

大阪・京都・名古屋を中心に、消防防災・製造・自治体

などへのＳＩサービスを展開し、ＲＰＡ、ＡＩ、クラウドコン

ピューティングなどのＣＡＭＢＲＩＣをテーマとした新規事

業にも取り組んでいます。 

株式会社ＤＴＳ ＷＥＳＴ 

九州発とした、ＳＩサービスを金融、法人、公共などの様々

な分野で展開しています。特に金融分野においては地

銀・メガバンク（勘定系・情報系）での開発実績を数多く有

しています。ニアショア開発のサポートにも対応しています。 

株式会社九州ＤＴＳ 

地域の課題解決は、日本ＳＥ、ＤＴＳ ＷＥＳＴ、九州ＤＴＳが解決 

ＤＴＳグループ地域ユニット3社（日本ＳＥ、ＤＴＳ ＷＥＳＴ、九州ＤＴＳ）は、首都圏だけではなく、地場でのサービスの提供を積極的

に行っています。また、各地域での地域貢献事業にも、積極的に取り組んでいます。 

2019年3月末 
社員数 

888名 ＤＴＳ 
ＷＥＳＴ 
   247名 

九州ＤＴＳ
125名 

日本ＳＥ 
516名 

2019年3月期 
売上高 

105億円 
日本ＳＥ
52億円 

ＤＴＳ 
ＷＥＳＴ 
 32億円   

九州ＤＴＳ 
21億円 

ＤＴＳ ＷＥＳＴは、2019年に地方自治体の業務効率化

の支援として、行政専用ネットワークＬＧＷＡＮ上で動作

する多言語ＡＩチャットボットサービス「ｋｏｔｏｓｏｒａ ｆｏｒ Ｌ

ＧＷＡＮ」の提供を行いました。多言語での問い合わせ

が可能なチャットボットサービスのため、外国人を雇用

する事業者への行政手続きの案内などの業務効率化

が見込まれます。      

 ※チャットボット：人工知能を組み込んだコンピュータが人間に代わり対話すること。 

地方自治体への支援、 
多言語ＡＩチャットボット※サービスを導入 

 
 

事例 

ＤＴＳ ＷＥＳＴは、2019年より関西ＳＤＧｓプラットフォームに参画し、 

持続可能な開発目標を実現するためにオール関西で様々な取り組みを行っています。

京都の夏を彩る伝統行事「祇園祭」の中心である山鉾町にある京都オフィスでは、社員

がボランティアで厄除けの粽（ちまき）の制作や祇園祭当日の運営に携わるなど、伝統

行事の担い手として「住み続けられるまちづくり」へ貢献しています。 

オール関西の一員として 
「住み続けられるまちづくり」へ貢献 

 
 

事例 

地域分野において顧客のニーズは労働集約型事業から

サービス型事業へと変化してきています。また全国的な 

ＩＴエンジニア不足のなか、地場のＩＴ企業間での開発案

件の引き合いなどが多くなり、地域分野においてもシステ

ム・エンジニアの需要が高くなっています。こうした外部

環境の変化を捉え、右記の内容を実施していきます。 

労働集約型からサービス型事業へニーズが変化し、ＳＥの需要が増加。 
地場大手企業との関係構築を強化し、ビジネス協創に取り組む 

・地場大手企業との関係構築およびビジネス協創 

・広域事業基盤の確立 

・業務領域の拡大（新規顧客・新領域） 

・サービス型事業への挑戦 

・提案力の強化 

・ニアショア・オフショアの検討 

 

 

成長 
戦略 

地域分野 地域分野 
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ヨーロッパへ 

ムンバイ 

ハノイ 

大連 

上海 
ロサンゼルス 

ニューヨーク 

南米へ 

東京 

東南アジアへ 

製造・小売・流通業向けのＥＲＰソリューション、金融業向けの業 

務効率化コンサルティング、および上流工程を含めた高付加価 

値のオフショア開発・保守サービスを提供しています。 

逓天斯(上海)軟件技術有限公司 

ＤＴＳ上海の子会社。日本向けのＩＴオフショア開

発、中国企向けのＩＴソリューション、自社ソフトウ

ェア製品の開発・販売・保守などのサービスを

提供しています。 

大連思派電子有限公司 

金融業、通信業、小売業、製造業など、法人のお客様向けオフショ 

ア開発サービス、および住宅設計図面作成、建築部材の3Ｄモデリン 

グ、データ入力などのアウトソーシングサービスを行っています。 

ＤＴＳ ＳＯＦＴＷＡＲＥ ＶＩＥＴＮＡＭ ＣＯ．，ＬＴＤ． 
Ｎｅｌｉｔｏ Ｓｙｓｔｅｍｓ Ｌｉｍｉｔｅｄ 

金融機関向けのＳＩサービス、自社パッケージＦｉｎＣｒａｆｔの開発・販売を行っ

ています。ＳＷＩＦＴの認定パートナー。ＤＴＳ、ＤＴＳアメリカと連携し、北米・ア

ジアでのＳＩサービス、自社パッケージ販売、オフショア開発を行っています。 

アメリカ（主に東海岸、中西部、西海岸）およびカナダでの金融機関向けコンサルタントサービスや

ＳＩサービス、小売業、ヘルスケア、製造業への基幹システム向けＳＩサービスを行っています。 

ＤＴＳ Ａｍｅｒｉｃａ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ 

重要課題とするグローバル事業。インド、中国、ベトナム、北米を中心にビジネスの拡大を加速 

2007年から、グローバル展開する日系法人企業のお客様へのＳＩサービス提供を本格的に開始し、幅広い分野のお客様を支 

援してきました。グローバル競争力の強化を目指して、今後もお客様のご要望に合わせたソリューションを提供していきます。 

国内ＩＴ市場が伸び悩みする一方、海外のＩＴ投資

は堅調に推移すると見込まれています。さらに国内

のＩＴ人材不足は深刻化し、オフショア開発力の強

化や国内外国人の採用の検討が必至となります。

またＤＸのグローバル化が進展し新たな技術、 

グローバル化する顧客ニーズに組織力で対応し 
ノンオーガニックによる海外ビジネスの拡大を目指す 

ソリューションが次々と生まれてくると予測されます。グロー

バル分野では下記の内容を実施していきます。 

・各拠点のビジネス基盤を強化 

・海外ビジネスで強みとするサービスの強化 

・海外商材アンテナ機能の強化 ・グローバル人材の育成 

成長 
戦略 

Ｎｅｌｉｔｏ Ｓｙｓｔｅｍｓ Ｌｔｄでは、当社の自社パッケージ

ＦｉｎＣｒａｆｔの品揃えとして、マイクロファイナンス向け

のＩＴソリューションを提供し、ＳＤＧｓの活動に貢献し

ています。マイクロファイナンスは、経済的に恵まれ

ない人々に小口資金の融資を行い、経済的な 

マイクロファイナンスのＩＴソリューション「ＦｉｎＣｒａｆｔ」で 
経済的に恵まれていない人々を支援 

自立を促す金融 

サービスです。 

Ｎｅｌｉｔｏは、インドにおいて僻地の女性起業家を支援する企

業にこのソリューションを提供している他、東南アジア、東

アフリカ諸国でも営業活動を行っています。 

社会 
課題例 

2019年度中間 
社員数 

1,426名 

Ｎｅｌｉｔｏ 

1,206名 

ＤＴＳ 
ベトナム 
104名 

ＤＴＳアメリカ 12名 

ＤＴＳ上海 10名 

ＤＬＳＥ 94名 

2019年度中間 
売上高 

13億円 
Ｎｅｌｉｔｏ 

7億 

2千万円 
ＤＴＳベトナム 

1億1千万円 

ＤＴＳ上海 

8千 

4百万円 

ＤＬＳＥ 

1億4千万円 

ＤＴＳ 
アメリカ 

2億 

6千万円 

グローバル分野 グローバル分野 
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ＩＳＯ14001認証を取得する国内グループ会社7社 

グループ環境方針の制定 

ＤＴＳの環境方針を元に、2014年に「ＤＴＳグループ環境方針」を制定しています。 

 

グループでの環境マネジメント推進体制の構築 

ＤＴＳグループでは国内グループ会社7社で環境マネジメントシ

ステムを構築し、ＩＳＯ14001認証を取得しています。トップマ

ネジメントのもと、各事業本部長およびグループ会社役員がＥ

ＭＳ推進責任者となり、各本部・各社において環境マネジメン

トを推進しています。また、グループ横断的に気候変動対策

をはじめとする環境負荷削減の取り組みを推進するため、 

「ＥＭＳ推進連絡会」を行い、環境パフォーマンスの向上に

向けた施策の徹底を図っています。 

今後はパリ協定で設定された長期目標の達成に向けて、 

サプライチェーン全体の温室効果ガス削減の取り組みも強

化していきます。 

気候変動をはじめとする地球環境問題を解決し「持続可能な社会」を実現することはすべての人類にとって喫緊の課題です。 

ＤＴＳグループは2005年以降、自社の環境負荷を徹底して削減し、国内グループ会社7社でＩＳＯ14001を取得、継続的に活

動してきました。今後も「環境と人にやさしいＤＴＳグループ」を目指し、環境活動を推進していきます。 

ＤＴＳグループ環境方針 

ＤＴＳグループは、地球環境の保全が人類共通の最重要課題の一つであることを認識し、未来社会に責任を持つ企

業として、事業活動（情報システムの総合コンサルテーション、ソフトウェア開発、およびシステム運用など）を遂行する

上で、自主的な取り組みを展開します。 

1．事業活動における環境配慮の徹底 

ＤＴＳグループは、環境と人にやさしい省資源・省エネルギーな持続可能な社会実現

のため、事業活動における環境配慮を徹底し、汚染の予防および省資源活動の推

進に努めます。また事業で使う資材の選択により、生物多様性に配慮していきます。 

＜重点取り組み項目＞ 

・資源およびエネルギー消費量の削減      ・リサイクルの推進および廃棄物の削減 

・グリーン購入の推進                   ・ＩＴ技術を駆使した新しい社会インフラの提供 

 

近年、ＤＴＳグループの事業が海外へと拡大するなか、海外

子会社における環境マネジメントシステム構築が課題となっ

ています。現在は海外子会社への調査を年に1回実施し、

海外における環境パフォーマンスの可視化に取り組んでいま

す。今後は各国の法律や、環境配慮への考え方の違いを踏

まえ、ＥＭＳの整備を検討していきます。 

また、これまでの環境活動を維持しながら、深刻な気候

変動への対応として、グループのサプライチェーン全体

のＣＯ2排出量を見える化し、働き方やオフィスの見直し

により生産性向上、効率化にも引き続き取り組み、それ

らの情報をステークホルダーに向けて広く公開すること

で、企業価値の向上も目指していきます。 

海外グループ会社への環境マネジメント構築とＳｃｏｐｅ3の可視化 

第3章 持続的成長を支える取り組み 

ＥＳＧ経営と企業活動でのＳＤＧｓへの貢献 

Environment Social Governance 

2．環境関連法規制など 

    の遵守      

3．社員への啓発活動     

4．環境マネジメントシステム 

    の維持・継続的改善 

Ｅ：環境 
   環境と人にやさしい、 
   持続可能な社会の実現を目指す 

Ｅ：環境 
   環境と人にやさしい、 
   持続可能な社会の実現を目指す 
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ＤＴＳは、本社を環境性能に優れたオフィスビル（中央区八丁堀：エンパイヤビル）へ移転しました。これにより、本社での大幅

な省エネルギー化を実現しました。またオフィスではフリーアドレス、ペーパーレスなどのビジネス環境の最適化による業務の効

率化、省資源化、オフィス集約による組織間連携の強化など、様々な相乗効果を生んでいます。 

Ｓｃｏｐｅ3の取り組み 

オフィスのＣＯ2以外に、サプライチェーンの上流から下流の

過程で発生するＣＯ2(＝Ｓｃｏｐｅ3)の見える化を2018年度か

ら段階的に開始しました。今後はグループのサプライチェー

ン全体のＣＯ2排出量の管理にも取り組んでいく計画です。 

持続可能な資源の活用を目指し、グリーン 

購入、文書リサイクルとともに、オフィスの紙 

使用量削減に取り組んでいます。 

ＤＴＳでは、本社移転・拠点集約により複合機環境を最適化し、 

すべての会議室にモニターを設置、ペーパーレス環境を構築しま 

した。 

ＤＴＳの2018年度実績：紙使用量48％削減（2015年度比） 

 

気候変動に対する取り組み 

世界的な気候変動の深刻化を受け、オフィスにおけるＣＯ2排出量の削減に継続して取り組んでいます。 

グループ全体で長期的・持続的な省エネルギー活動により、さらなるＣＯ2排出量削減を目指しています。 

ＤＴＳの2018年度実績：CO2排出量59％削減（2013年度比） 

 

ＤＴＳグループでは省資源・資源循環・生物多様性保

護の観点から、環境に配慮した商品の購入をするため

「グリーン購入手順」を定め、グリーン調達を推進してい

ます。また、社会貢献活動との協力による植林育樹活

動に継続的に取り組み、より多くの生物が共存できる環

境整備に力を入れています。 

 

環境性能に優れたオフィスビルへ本社を移転 

事業における資源有効活用 
とペーパーレスの取り組み 

グリーン調達の推進と生物多様性の保全 

Ｓｃｏｐｅ3 排出量（ｔ-CO2) 2017年度 2018年度 

カテゴリ1 

 購入した製品・サービス 605  742  

カテゴリ2 

資本財 ※ＤＴＳ （単独） 512  532  



ＤＴＳのボランティア活動の歴史 
 

2005年度に上野動物園の身体障がい者用トイレに折畳式の介護ベッドを寄贈したことから、社会貢献への本格的な取り組みが

始まりました。その後、地域の清掃活動、被災地の復興支援活動、社会福祉団体の支援など、活動の幅を広げています。 

【現在、ＤＴＳグループが参加している主なボランティア活動】 

2005年度～2010年度 社会貢献活動の本格的な始まり 
上野動物園へ身体障がい者用トイレの介護ベッドを寄付(2005年度)  

・日本赤十字社 献血活動の協力(2005年度～継続中) 

・富士山クリーンアップ活動(2007年度、2008年度)  

・ＤＴＳオリジナルエコバッグの配布(2007年度) 

・エコキャップ回収活動(2007年度～2017年度) 

・ＤＴＳグループコンサートに社会福祉団体を招待(2008年度～2010年度) 

・公益財団法人アイメイト協会へ寄付・施設見学会の実施(2008年度～継続中) 

・東京ベイクリーンアップ大作戦(2009年度～2012年度) 

・「緑のgoo」利用の推進(2009年度～継続中) 

2011年度～2015年度 災害復興支援を中心とした活動 
・東日本大震災 義援金(マッチングギフト)(2011年度) 

・多摩動物公園 森づくり(2011年度) 

・ＮＩＰＰＯＮ ＩＴチャリティ駅伝(2012年度～継続中) 

・「中高生国際Ｒｕｂｙプログラミングコンテスト」の協賛(2012年度～2016年度) 

・ふるさと清掃運動会(2013年度～継続中) 

・東北復興支援活動(土壌整備、植樹・育樹)(2013年度～2017年度) 

・ＩＰＰＯ ＩＰＰＯ ＮＩＰＰＯＮプロジェクト寄付(2013年度) 

2016年度～2019年度 産業復興支援・海外活動支援を中心とした活動 
・熊本地震 義援金(マッチングギフト)(2016年度) 

・特定非営利活動法人ルーム・トゥ・リードへ寄付(2016年度～継続中) 

・特定非営利活動法人ＢＭＨテレコム支援協議会へ寄付(2017年度～継続中） 

・東北復興支援活動(ぶどう畑の整備)(2018年度～継続中) 

災害義援金の拠出 

世界各地で発生した災害の被災者に対し、日本赤十字社を通じて災害義援金を寄付しています。 
【国  内】  2007年度：新潟中越沖地震災害、岩手・宮城内陸地震災害、 2010年度：東日本大震災、 2013年度：広島県大雨災害、台風第18号
による大雨などに係る災害、 2016年度：熊本地震、 2017年度：平成29年7月九州北部豪雨、 2018年度：大阪府北部地震、平成30年7月豪雨、北
海道胆振東部地震、2019年度：令和元年台風第15号、令和元年台風第19号 
【海  外】  2005年度：カトリーナ災害、パキスタン北部地震災害、 2006年度：ジャワ島中部地震災害、バングラディッシュ・サイクロン災害、 2008年
度：ミャンマー・サイクロン災害、中国・四川省地震災害、 2009年度：スマトラ島沖地震、ハイチ地震、チリ地震、 2013年度：フィリピン台風、 2015年
度：ネパール地震、 2018年度：インドネシア・スラウェシ島地震 

上野動物園へ身体障がい者用 
トイレの介護ベッド寄付 

アイメイト協会へ寄付・ 
施設見学会の実施 

ＮＩＰＰＯＮ ＩＴチャリティ駅伝 

東北復興支援活動 

社員一人ひとりが社会貢献への意識を高め、行動していくことが重要と考え、積極的に社会貢献活動を推進します。「良き企業

市民」として社会的責任を果たし、より安心して暮らせる社会の実現を目指します。地球環境保護、地域活動、医療支援、社会

福祉活動をはじめ、災害復興支援活動、国際協力活動にも取り組んでいます。 

「献血サポーター」に参加し、血液が特に不足するＧＷ明けや 

冬季の年2回、東京都赤十字血液センターの協力のもと、社員が献血に参加し

ています。 2019年には東京都赤十字血液センターから感謝状を頂きました。   

参加延人数 1,201名、実施回数26回 

医療支援 
東京都赤十字血液センターへの献血協力 

ＤＴＳ ＷＥＳＴは、株式会社朝日写真ニュース社主催の「私たちの地球を守ろう！」キャンペーンに

賛同し協力しています。同社を通じて毎年、キャンペーンのスローガン入り新聞スタンドラックと朝日

小学生新聞を1年分、京都市立洛央小学校に寄贈してきました。 2019年度は洛央小学校に加え、

大阪市立大江小学校、名古屋市立御園小学校の計3校に寄贈しています。 

地域活動 
京都市の小学校の子供新聞に 
専用スタンドを寄贈 

2013年より、毎年ＤＴＳグループ社員約50名が東日本大震災復興支援ボラン

ティア活動を行っています。2018年からは福島県双葉郡富岡町にて、産業復

興支援の一環として醸造用ぶどう試験栽培の取り組みに協力しています。   

参加延人数 307名、参加回数7回 

地域活動  
東日本大震災復興支援 
ボランティア活動に参加 

第3章 持続的成長を支える取り組み 

開発途上国の子供たちに識字教育と女子教育 

をサポートする特定非営利活動法人「ルーム・トゥ・リード」への寄付により、2016 

年度ベトナム(バクザン省)の小学校に図書室を設置。2017年度以降もベトナム 

における識字教育を継続支援しています。   

国際協力活動 
ベトナムの小学校に図書室を設置 

Ｓ：社会 
   社会への義務と責任を果たし、 
   安心して暮らせる社会の実現に貢献 

Ｓ：社会 
   社会への義務と責任を果たし、 
   安心して暮らせる社会の実現に貢献 
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ＤＴＳグループでは人事制度の一環としてＤＸ（デジタル・トラ

ンスフォーメーション）に対応し、挑戦する社員を評価する人

事制度を導入しました。これにより、社会課題や顧客課題に

応じた トータルソリューションをお客様に提案 ・提供 

 

できるような人材を育成しています。また、 

グローバル展開に対応するため、海外派遣 

や研修・育成の機会を積極的に創出しています。 

対応2 ＤＸ人材、グローバル人材の育成 
     戦略的人材育成・能力開発 

社員が外部環境の変化や新たな社会的要請に積極的に取

り組む企業風土を目指し、「チャレンジ」「変革」を重視した人

事評価制度へのシフトを行っています。2019年度からの中

期経営計画では3つの取り組みを行っていきます。 

3つの取り組み 

1．チャレンジ・変革を重視した人事・評価への仕組化 
2．キャリアマネジメントの実現 
3．選抜・登用・育成・配置などの戦略的推進 

対応1 チャレンジする風土への変革 
     人事・人財マネジメントの実現 

働き方改革や女性活躍推進、ダイバーシティの実現など、新たな社会的要請への対応も課題となっています。ＤＴＳグループで

は新しい時代の働き方へシフトするため、これらの課題に対し5つの対応をしていきます。 

対応1 

人事・人財 

マネジメントの実現 

対応2 

戦略的 

人材育成・能力開発 

対応4 

健康経営の推進 

対応5 

ダイバーシティ 

対応3 

働き方改革  

外部環境の変化 

新たな社会的 

要請への対応 
働き方改革 中期計画の実績 

2016年度～2018年度の3か年では「時間外労働時間の削

減」と「有給休暇取得率向上」に向けた取り組みを実施しまし

た。その結果、時間外労働時間は約26時間/月に削減、有

給休暇取得率は73.5％に向上しました。2019年度からは5

つの施策を推進するとともに引き続き「時間外勤務時間数」

の削減など社員の健康に配慮した施策を継続していきます。 

時間外勤務時間数 2018年度実績25時間39分/月   

有給休暇取得率 2018年度実績73.5％ 

社員が、時間と場所にとらわれず、ワークライフバランスの取

れた働き方を行うことで、生産性とモチベーションが向上し、

会社に貢献できる制度を構築しています。その一つの施策で

あるマイセレクトタイムは、就業規則上の就業時間を前後30

分単位でスライドさせ、個人のライフ向上を目的とした「早

出・早帰り」、「遅出・遅帰り」を可能とするＤＴＳの時差勤務

制度です。 

本制度は、「育児」、「介護」、「通院」、「自己啓発」、「疲労

回復」といった、個人理由の柔軟な働き方を実現することで、 

 

 

「通勤ストレスの軽減」、「就労継続」、「時間管理意識の向

上」 、「自己啓発意欲の向上」などを実現しています。 

対応3 働き方改革の推進 
     時間・場所にとらわれない働き方、時差出勤制度（マイセレクトタイム）の導入 

健康推進室を本社に設置 

対応4 健康経営の推進 

ＤＴＳは働き方改革の一環として「健康経営」への 

取り組みを進めています。2018年11月には健康 

保険組合と協力して社員の健康づくりに取り組む「健康企業宣言」を

行いました。また、2019年8月に健康優良企業認定（銀の認定）を

取得しました。この一環として健康推進室を設置し、社員の身体的

な不調やメンタルヘルスに関する相談を受ける体制を整えました。

今後は健康優良企業認定（金の認定）を目指してより一層社員の

健康づくりに取り組んでいきます。 

Ｓ：社会 

   外部環境の変化、新たな社会的要請への対応、 
   5つの施策に取り組む 
 

Ｓ：社会 

   外部環境の変化、新たな社会的要請への対応、 
   5つの施策に取り組む 
 

第3章 持続的成長を支える取り組み 
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次世代育成支援の推進 

男性の育児への主体的な参画を目指します。仕事と育児の

両立に対する理解や実践を会社・組織に浸透させることによ

り、社員一人ひとりが自律的な働き方改革に取り組み、組織

全体の生産性向上を実現していきます。 

グローバル社会の一員として、ＤＴＳグループはダイバーシティの推進をしていきます。 

様々な属性（国籍や人種、性別、年齢、学歴、障がいの有無など）の多様性を活かし、 

企業の競争力に繋げる経営を目指します。そのため、各種の取り組みや制度を導入しこの課題に取り組んでいます。 

実施事項 

出産を控えている社員や男性社員、その上長を対象 

「次世代育成支援セミナー」毎月開催 

①産休・育休取得 

②産業医や経験社員との意見交換 

外国人社員の採用 

ＤＴＳ上海、ＤＴＳベトナム、Nelito Systems Ltd、ＤＬＳＥの

海外拠点では、積極的に現地採用を行っています。グロー

バル社会においてのダイバーシティ化が進んでいます。 

賞状を受け取るＤＴＳパレット社長（当時）坂本孝雄 

女性活躍の推進 

従来より、女性社員比率や女性管理職比率が低いことが

経営上の課題でしたが、中期経営計画において2021年に

向けて「女性社員比率」「女性管理職候補の育成」「女性

管理職の育成」の3つの達成目標を掲げて、女性活躍推

進に取り組んでいます。 

特に女性活躍を促進するうえで、大きな課題である就労継

続や職場活躍度の男女格差を解消するため、一人ひとり

の能力を最大限発揮するための働く時間や場所の環境整

備や、管理職向け研修、交流機会の創出、役割・業務ア

サイン状況の分析に基づく育成および登用機会創出などを

通じて、組織全体の活性化や成長を促していきます。 

女性役員 3名（グループ）  女性役職者数 11名 

 

女性活躍推進法に基づく「えるぼし」認定を取得 

ＤＴＳは、女性活躍推進に関する優良な取り組み実績が認め

られ、厚生労働省が推進する「えるぼし」の2段階目の認定を

2019年11月に取得しました。ＤＴＳは、えるぼし認定の5つの

評価項目のうち、「1.採用」、「2.継続就業」、 

「3.労働時間などの働き方」、「5.多様な 

キャリアコース」の4つが評価されました。 

 

障害者雇用職場改善事例事業所の表彰 

ＤＴＳパレットは、2017年の「障害者雇用優良事業所表彰

式」において「障害者雇用職場改善事例奨励賞」を受賞し

ました。この表彰は、厚生労働省東京労働局や独立行政

法人高齢・障害・求職者雇用支援（ＪＥＥＤ）が主催し、障

がい者雇用において優良な取り引きを行う企業に対して行

うものです。ＤＴＳパレットは、身体障がい者、難病のある方

などの雇用促進・職場定着に取り組んだ職場改善好事例

の事業所と評価され受賞となりました。 

 

特例子会社の事業体制 

主事業を印刷事業、文書管理事業、ＰＣオペレーション事業

を中心に社員8名（うち障がい者6名）で営業を開始しました。

2019年は46名で軽作業から高度な作業まで、年間85以上

の作業をグループ各社から受託し、様々な障がい（個性）を

活かして働ける職場環境を整備しています。  

テレワークの推進 

ＤＴＳパレットには、体調によって通勤が困難な社員もいるた

め、自宅で業務が行えるようテレワーク（在宅勤務）を取り入

れています。  

ＤＴＳでは2011年に特例子会社であるＤＴＳパレットを100％子会社として設立し、企業の社会的責

任である障がい者雇用の創出だけではなく、安心して働ける会社、末永く働ける会社、働きがいの

ある会社を目指して障がい者雇用を積極的に行っています。 

特例子会社を設立し、障がい者社員の雇用を促進 対応5 人材の多様性の取り組み、ダイバーシティを推進 

Ｓ：社会 

 

Ｓ：社会 

    

あああ 

2011年  株式会社ＤＴＳの100％子会社として設立  

       特例子会社認定取得  

         グループ会社向け印刷業務を開始 

2012年  オンデマンド印刷機を導入、印刷事業を拡大  

         社内メール便、社内発行物の配布業務を開始 

         パソコンＨＤＤ初期化・廃棄代行業務を開始  

         社員証・入館証印刷業務を開始  

         複合機の用紙補充や給茶機のメンテナンス作業を開始 

2013年  ポータルサイトコーディング業務開始  

      業務支援作業開始  

      寮管理業務開始  

2014年 各種写真撮影業務開始 

2017年 各種パンフレット制作開始 

2018年 オフィシャルサイトデザイン業務開始 

ＤＴＳパレットの沿革 
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基本的な考え方 コーポレート・ガバナンス体制 

独立社外役員の状況 

ＤＴＳは、経営者による説明責任の強化および経営の透明

性の向上を図る観点から、全役員の過半数となる社外取

締役4名および社外監査役3名を独立社外役員として選任 

しています。社外取締役の選任にあたっては、会社法上の

要件に加え、取締役会の意思決定を監督し、当社の持続

的な成長と中長期的な企業価値の向上に貢献できると 

 

考えられる者を選任することとしています。また社外監査役

は、客観的で公正な監査体制の確立などにおいて、それぞ

れ重要な役割を担っています。 

2019年度からは、社外監査役を含む全社外役員について

東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たす者とし

て届出ています。 

社外役員へのヒアリングによる評価 

ＤＴＳは、取締役会の機能を向上させ、企業価値を高めることを

目的として、2018年度から取締役会の実効性について、社外

取締役および社外監査役への個別ヒアリングによる分析・評価

を行っています。2018年度の取締役会の実効性に関する評価

および、これを踏まえた対応は右記の通りです。 

取締役会の実効性の分析・評価 

社外取締役を中心とした報酬・指名の諮問 

ＤＴＳは、任意の諮問機関として「諮問委員会」を設置し、役員

などの報酬や取締役ならびに監査役の指名に関する事項につ

いて、代表取締役に答申することにより、これらの事項に関する

客観性および透明性を確保して、コーポレート・ガバナンス体制

の強化を図っています。 

諮問委員会の設置 

政策保有株式について 

政策保有に関する方針 

ＤＴＳは、お客様や取引先の株式を保有することで中長期的な

取引関係の維持や発展が可能なもの、または、将来の事業提

携を見据えた情報収集などの目的により、株式を保有すること

としています。 

 

政策保有株式の保有の適否の検証内容 

政策保有株式の保有の適否の検証にあたり、毎年、取締役会

で個々の政策保有株式ごとに、保有目的の適切性などを精査

し、審議しています。なお、今後の状況変化などに応じて、保有

の適切性が認められないと判断する場合には縮減するなど見

直しを行います。 

政策保有株式に係る議決権行使の基準 

保有する株式の議決権の行使については、適切な議

決権行使が株式発行会社の中長期的な価値向上と持

続的成長につながるものと考え、当該発行会社の財務、

非財務の状況などを踏まえた上で、議案に対する賛否

を総合的に判断します。 

役員報酬について 

取締役の報酬は、基本報酬と賞与により構成されています。

基本報酬は役員報酬規程において職責や職位などに基づ

き基準を定めこれに従い支給しております。賞与については、

業績やこれに対する貢献度などを勘案し支給することとして

います。また取締役は役員持株会を通し自社株式を定時

定額で買い付け保有しており、持続的な成長に向けた健全

なインセンティブが機能する報酬体系としております。なお

社外取締役ならびに監査役は、独立した立場で経営の監

督または監査機能を担う役割のため、賞与の支給はありま

せん。 

 

 組織形態  監査役会設置会社 

 取締役会の議長  社長 

 取締役の人数（内、社外取締役）  9名（4名）※内独立役員4名 

 監査役の人数（内、社外監査役）  4名（3名）※内独立役員3名 

 執行役員体制  採用 

 取締役会の任意の諮問機関の有無  有 （諮問委員会） 

 

諮問委員会のメンバー 

委員長 代表取締役社長  西田 公一 

委員   取締役        坂本 孝雄 

      社外取締役     萩原 忠幸 

      社外取締役     鈴木 滋彦 

      社外取締役     平田 正之 

      社外取締役     宍戸 信哉 

 

ＤＴＳはコンプライアンスの確保を実現するためにコーポレー

ト・ガバナンスを経営上の最重要課題のひとつとして認識して

います。公正かつ効率的な株主重視の経営を図るとともに、

透明性の高い経営を確立し、継続的な企業価値の向上およ

びステークホルダーとの信頼関係を構築します。 

評価結果を踏まえた対応 

2018年度の評価と実績 

・議論が活発であり。社外役員の経験に照らし 
 て、他社や世の中の水準より優れている 

・実施回数や審議時間が適切である 

・中長期的な戦略の更なる深化に向け、戦略・計画策定段階にお 

 ける議論を強化 

・議論の更なる充実に向け、資料の論点明確化と説明の簡略化を 

 推進 
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  透明性の高い経営を確立し、継続的な企業価値の 
  向上、ステークホルダーとの信頼関係を構築 

 

取締役会の 
実行性が 
確保されている 

選任・解任 選任・解任 選任・解任 

報告 

連携 

意見交換 選任・解職 
監査 

諮問 

助言 
報告 

報告 

報告 

会計監査 

報告 

監査 

指示 指示 

指示 指示 

内部監査 
コンプライアンス 

推進など 

株  主  総  会 

取締役会 （取締役） 監査役 （監査役会） 会計監査人 

諮問委員会 代表取締役社長 

経営会議 （重要事項等の協議） リスクマネジメント委員会 

各  部  等 

グループ 
ガバナンス担当 監査室 

コーポレート・ガバナンス体制図 

取締役会開催回数：11回    平均審議時間：1時間30分 



 

リスク管理体制の整備 

ＤＴＳは、様々なリスクを適切に管理するため「リスクマネジメント委員会」を設置し、定期的にリスク評価と問題点の把握を行うと

ともに対応計画を策定しています。またリスクの発生の有無についても定期的に監視を行っています。さらに、グループ会社の

重要リスクについてもリスクマネジメント委員会にてリスクの状況や対応計画の実施状況を確認し、グループ各社のリスク管

理体制の向上に向けて支援しています。 

情報セキュリティに関する取り組み 
 

総合情報サービス企業として事業を展開するＤＴＳにとって、情報

管理の実践は社会的責務と考えています。ＤＴＳでは、情報管理

に関連する各種法令、ガイドラインに準拠し以下のマネジメントシ

ステムを活用し、運用を行ってい 

ます。さらにグループ各社への支 

援体制も構築しています。 

 

情報資産管理の基盤 

【情報資産の管理】 

 ・情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ) 

【「個人情報」の適切な管理】 

 ・個人情報保護マネジメントシステム（プライバシーマーク） 

特にお客様向けサービスには、スマートな情報サービスの提供、

適切な情報資産の取り扱いのために、業務に応じた最適なマネジ

メントシステムを採用し、高品質なサービスを追求しています。 

業務に特化したさらなる取り組み 

【ＩＴサービス品質の改善・向上】 

 ・ＩＴサービスマネジメントシステム（ＩＴＳＭＳ) 

【クレジットカード情報の取り扱い】 

 ・ＰＣＩ ＤＳＳ（ＰＣＩ データセキュリティスタンダード） 

 

 

 

 

 

 

コンプライアンス遵守に関する取り組み 
コンプライアンス基本原則 

・ わたしたちは法令・社会規範・社内規程を遵守しま 

  す。 
 

・ わたしたちは不当な手段による利益追求や不正行 

   為を行いません。 
 

・ わたしたちは自分の行いが、「人として」「社会人とし 

   て」正しいことか、恥ずべきものでないか、常に己に 

   問いかけ、 ＤＴＳグループ社員として良識ある判断 

   と行動に努めます。 

ＤＴＳは、ＢＣＰ（Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｃｏｎｔｉｎｕｉｔｙ Ｐｌａｎ：事業継続計

画）の観点から、大規模地震などの災害発生を想定した防

災訓練を実施しています。また、安否確認システムの導入、

災害対策マニュアルを整備し、人命の確保と被害最小化、

および業務の中断を余儀なくされた場合からの迅速な復旧

を目的とした体制構築を行っています。 

情報セキュリティ基本方針 

1. 当社は、情報セキュリティに関する法令および 

  その他の規範、ならびに契約事項を遵守します。 
 

2 .当社は、役員・社員・協働者に対して、教育および 

  訓練を通して情報セキュリティの重要性を認識さ 

  せ、その推進・維持の徹底をはかるとともに、違反 

  行為が発生した場合は、厳正な処罰を以てこれ 

  に対処します。 
 

3 .当社は、情報セキュリティ上のリスクを認識し、情 

  報資産への不正アクセス、又は情報資産の紛失、 

  破壊、改竄および漏洩などが発生しないように適 

  切な施策を講じます。 
 

4 .当社は、たとえ予期せぬ情報セキュリティ上の問 

  題が発生しても、迅速に対応し、その被害を最小 

  限に留めるとともに、再発防止に努めます。 
 

5 .当社は、情報セキュリティの活動を計画・実行す 

  るとともに、その有効性を確認し、継続的改善に 

  努めます。 

 

 

 

 

 

ＤＴＳは、コンプライアンス遵守を経営の重要課題の一つとして考

え、コンプライアンス基本原則、行動規範を定めた「コンプライアン

ス・ガイド」をグループ内の役員、社員、パートナー企業社員へ配

付し、意識の徹底を図っています。さらに、役員および社員がそ

れぞれの立場でコンプライアンスを自らの問題として捉え業務運

営に当たるよう、継続的に研修を実施し、コンプライアンス意識の

向上を目指しています。 

また、グループ共通の内部通報窓口を設置し、適切に運用してい

くとともに、連絡先をコンプライアンス・ガイドに記載し、誰もが利用

できる環境を整備しています。 
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ＢＣＰの体制構築 

リスク管理体制 リスクマネジメント委員会の活動 

社 長 

リ ス ク マ ネ ジ メ ン ト 委 員 会 

社 内 の リ ス ク 所 管 部 ・ グ ル ー プ 各 社 

グ ル ー プ ガ バ ナ ン ス 担 当 

ガ バ ナ ン ス リ ス ク   業 務 執 行 リ ス ク 

報 告 

報 告 指 示 

推 進 

指 示 

活 動 計 画 

立 案 

リ ス ク 所 轄 部 に 

よ る 管 理 活 動 

管 理 活 動 の 

有 効 性 評 価 

内 部 監 査 と 

事 務 局 に よ る 

確 認 活 動 

リ ス ク 管 理 

運 用 プ ロ セ ス 

リスクマネジメント委員会（委員長：社長） 



取締役9名 

監査役4名 

取締役・監査役 
（2019年6月21日時点） 

1987年 当社入社 
2012年 当社執行役員(現任) 
2015年 アートシステム株式会社代表取締役社長 
2017年 株式会社ＤＴＳインサイト 

代表取締役社長(現任) 
2019年 当社取締役(現任） 

        当社の保有株数： 15,800株 

⑤ 取締役執行役員 

浅見 伊佐夫 

2007年 中央三井信託銀行株式会社執行役員証券代行部長 
2009年 東京証券代行株式会社取締役社長 
2018年 富士シティオ株式会社常務取締役 
2019年 当社監査役(現任) 

当社の保有株数： -株 

④ 社外監査役 

竹井 豊 独立 

2004年 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 
代表取締役副社長国際事業本部長 

2008年 株式会社情報通信総合研究所代表取締役社長 
2015年 株式会社中広社外取締役 

     当社取締役（現任) 
2016年 株式会社情報通信総合研究所 
      シニアフェロー(現任) 

           当社の保有株数： -株  

⑧ 社外取締役 

  平田 正之 独立 

2007年 株式会社住宅債権管理回収機構代表取締役社長 
2011年 独立行政法人住宅金融支援機構理事長 
2016年 株式会社エスクロー・エージェント・ジャパン取締役 
2019年 当社取締役（現任) 

当社の保有株数： -株 

⑨ 社外取締役 

  宍戸 信哉 独立 

2009年 株式会社ゆうちょ銀行市場運用部企画役 
2012年 当社執行役員 
2017年 株式会社ＤＴＳ ＷＥＳＴ監査役(現任) 

株式会社九州ＤＴＳ監査役 
日本ＳＥ株式会社監査役 
当社監査役(現任) 

2018年 デジタルテクノロジー株式会社監査役(現任)  
株式会社ＤＴＳインサイト監査役(現任)  

当社の保有株数： 2,200株 

 

① 常勤監査役 

    赤松 謙一郎 

1992年 太田・石井法律事務所副所長(現任) 
2004年 株式会社ふるさとサービス社外監査役(現任) 
2018年 当社監査役(現任)  

日本電気株式会社社外監査役(現任) 
           住友金属鉱山株式会社社外取締役(現任) 

           当社の保有株数： -株 

 

③ 社外監査役 

  石井 妙子 独立 

1985年 当社入社 
2007年 当社執行役員 
2010年 当社取締役 
2016年 当社常務取締役  

     逓天斯(上海)軟件技術有限公司董事長(現任) 
DTS America Corporation取締役社長 

2017年 DTS SOFTWARE VIETNAM CO.,LTD.会長(現任) 
2018年 DTS America Corporation取締役会長(現任) 
2019年 大連思派電子有限公司董事長(現任) 

     当社取締役(現任) 当社常務執行役員(現任) 

当社の保有株数： 12,600株 

③ 取締役常務執行役員 

  竹内 実 

独立 

2011年 株式会社みずほ銀行常務執行役員 
2012年 当社取締役(現任) 
            株式会社アヴァンティスタッフ代表取締役社長 
2013年 芙蓉オートリース株式会社社外監査役 

      当社の保有株数： -株 

⑥ 社外取締役 

   萩原 忠幸 

⑥ 社外取締役 

1980年 当社入社 
2010年 当社執行役員(現任) 
2016年 デジタルテクノロジー株式会社 

代表取締役社長(現任)  
当社取締役(現任) 

2019年 当社ＩＣＳ事業本部長（現任） 

当社の保有株数： 9,400株 

④ 取締役執行役員 

  小林 浩利 

② 取締役常務執行役員 

  坂本 孝雄 

1987年 当社入社 
2007年 当社執行役員 
2009年 当社取締役 
2011年 株式会社ＤＴＳパレット代表取締役社長 
2014年 株式会社ＭＩＲＵＣＡ代表取締役社長  
2016年 当社常務取締役 
2018年 日本ＳＥ株式会社代表取締役社長(現任) 
2019年 当社取締役(現任) 

当社常務執行役員(現任) 

当社の保有株数： 15,600株 

 

⑦ 社外取締役 

  鈴木 滋彦 

2003年 日本電信電話株式会社理事・常務理事取締役 
           エヌ・ティ・ティ・ソフトウェア株式会社 代表取締役社長 
2007年 エヌ・ティ・ティ・アドバンステクノロジ株式会社代表取締役社長 
2012年 キヤノン電子テクノロジー株式会社取締役会長(現任) 

キヤノン電子株式会社最高顧問(現任) 
2013年 当社取締役（現任) 

当社の保有株数： -株 

独立 

2001年 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 
金融システム事業本部企画部長 

2005年 同社執行役員 
2009年 当社取締役副社長 

当社執行役員 
2010年 当社代表取締役社長（現任） 

当社の保有株数： 43,000株 

① 代表取締役社長 

  西田 公一 

2007年 新日本監査法人シニアパートナー 
2010年 行本憲治公認会計士事務所所長(現任) 

    株式会社アルファーアソシエーツ取締役(現任) 
2013年 共同ピーアール株式会社社外監査役(現任) 
2016年 当社監査役(現任) 

当社の保有株数： -株 

② 社外監査役 

  行本 憲治 独立 
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※役員の保有株式数について 
当社は、2019年7月1日付で普通株式1株につ
き2株の割合で株式分割を行いました。 
そのため、2019 年3月31日時点の株式数を分
割後での数字で表記しています。 



※当社は、2019年7月1日付で普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行いました。そのため上記数字は、3月31日時点の株式数を分割後での数字で表記していま
す。 

商号 株式会社 ＤＴＳ 

英文商号 

ＤＴＳ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ 

本社所在地 〒104-0032  

東京都中央区八丁堀2-23-1エンパイヤビル 

設立 1972年8月25日 

資本金 6,113百万円（2019年3月末） 

従業員数 3,015名（2019年3月末・単独） 

4,369名（2019年3月末・連結） 

事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで 

定時株主総会 毎年6月開催 

上場証券取引所 東京証券取引所  市場第一部 

（証券コード 9682） 

会計監査人 有限責任監査法人トーマツ 

株主名簿管理人 〒100-8233 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号 

三井住友信託銀行株式会社  

グループ企業 

国内 
 

株式会社九州ＤＴＳ 

日本ＳＥ株式会社 

株式会社ＤＴＳ ＷＥＳＴ 

株式会社ＭＩＲＵＣＡ 

デジタルテクノロジー株式会社 

株式会社ＤＴＳインサイト 

株式会社ＤＴＳパレット 

海外 
 

逓天斯（上海）軟件技術有限公司 

ＤＴＳ Ａｍｅｒｉｃａ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ 

ＤＴＳ ＳＯＦＴＷＡＲＥ ＶＩＥＴＮＡＭ ＣＯ., ＬＴＤ． 

Ｎｅｌｉｔｏ Ｓｙｓｔｅｍｓ Ｌｉｍｉｔｅｄ 

大連思派電子有限公司 

オフィシャルＨＰ ｈｔｔｐｓ：//ｗｗｗ.ｄｔｓ.ｃｏ.ｊｐ/ 

会社概要 
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発行可能株式総数                                  ２００,０００,０００株 

発行済株式の総数                                    ５０,４４４,５３２株 

株主数                                                      ５,１８６名 

氏名または名称 
持株数 
（千株） 

持株比率 
（％） 

ＤＴＳグループ社員持株会 ３,１１４ ６.６８ 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） ２,８６６ ６.１５ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） ２,６５６ ５.７ 

秋山 久美子 １,４９０ ３.２ 

舞田 白根 １,４６４ ３.１４ 

ザ バンク オブ ニューヨーク メロン １４００４４ １,０３８ ２.２３ 

ＧＯＶＥＲＮＭＥＮＴ ＯＦ ＮＯＲＷＡＹ ９７６ ２.０９ 

株式会社ＮＴＣ ９６４ ２.０６ 

ＮＯＲＴＨＥＲＮ ＴＲＵＳＴ ＣＯ(ＡＶＦＣ) ＲＥ ＨＣＲ００ ９２８ １.９９ 

ジェーピー モルガン バンク ルクセンブルグ エスエイ  ３８０５７８ ９１２ １.９５ 

※当社は、自己株式３,８２６千株を保有しており、持株比率は自己株式を控除して計算しています。 

大株主の状況 

所有者別 
株式数 

所有数別 
株主数 

個人その他 

26.0％ 

金融機関 

22.6％ 

外国人等 

37.0％ 

その他国内法人 

5.5％ 

自己名義株式 

7.6％ 

証券会社 

1.2％ 

1単元未満 

6.9％ 

自己名義株式 

   0.0％ 

1単元以上 
5単元未満 

67.2％ 

5単元以上 
100単元未満 

22.8% 

100単元以上 

  3.1％ 

株式情報 (2019年3月31日時点） 


